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若者 に とって魅力 あ るエネ ルギー産業へ

資 源エ ネ ル ギー 庁

長官官房轍 官 末 廣 恵 雄

証券 ・金融 スキャンダルが相次 いで 白日の もとにさらけ出 され,バ ブル経済の崩

壊 につ いて話題に事 欠かない昨今 である。バブルの清算に ともない,今 後の景気の

先行 きが専 ら論議 されてい るが,バ ブル経済 とともに顕著 となった理工系人材の就

職動向の変化が今 後 どうなるか,気 にな るところである。つ ま り,こ こ数年の風潮

である 「高校か ら大学への進学者の理工系離れ」 とか 「理工系学生の製造業離れ」

が,今 後 とも続 くのだろ うか。

理工系学部へ の志願者数は,従 来,製 造業が好景気の時期 には大 きく伸 びるが不

況時には落 ちこむ。 また,そ の後景気の立 ち直 りとともに持直す とい う傾 向にあっ

た。 しか しなが ら,1988年 以降,空 前の好景気 に もかかわ らず,減 少に転 じたまま

である。これに対 し文系学部へ の入学志願 者数 は順調 に増加 してお り,特 にバ ブル

経済 を反映 してか,経 済学部は人気がある とい う。

また,理 工系学部へ進学 した学生の就職先につ いては,従 来,経 済が不況の時期

をのぞけば,6割 以上の学生が製造業に就職 していたが,最 近 は,製 造業が絶好調

で理工系学生 を積極的に採用 しようとしているに もかかわらず,こ の割合が減少傾

向にあ る。他方,金 融,保 険業に就職 す る学生の割合 が増 えている。

こうい う若者の風潮 は,単 にバブル経済の反映 とは決めつけ られない。た とえば,

かつてエネルギーの最先端分野 と見 られていた原子力が,最 近若 い人に対 し求心力

を失いつつあ る。大学 の原子力専攻課程 は定員割 れを生 じてい るところもある。苦

労 の多い仕事 となると,若 者は敬遠気味 となる。現場で難 しい仕事 に立 ち向 うこと

のみにや りがい を求め る時代 ではないのか も知 れない。

エネルギー産業 は,生 産,輸 送,消 費 と多分野にまたが り巾広 い人材に支 えられ

て発展 して きた。技術 開発の最先端部 門のみでな く,既 存の部 門につ いて も,維 持

管理 は もとよ りその向上発展に優秀な人材 を充て る心要がある。そのためにはパ ソ

コン世代 と言 われ る若い世代に対 して魅力あ るエネルギー産業 であるこ とが求め ら

れ る。(す えひろ しげお)
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■

米国における原子力発電プラン トの許認可更新の動向

敷 地 明

1.は じ め に

"原発寿命 さらに20年"(朝 日新聞
,平 成3

年6月29日)と い う記事 をご覧になった方も

あろう。 これは,米 国原子力規制委員会(N

RC)が,国 内の商業用原子力発電プラン ト

の運転期間に関 し,当 初の設計寿命である40

年を超 えて,さ らに最長20年 間を可能 とする

許認可更新の新たな基本方針 を承認 した とい

うものである。

1950年 代に原子力発電が開始 されてからす

でに40年 近 くが経過 した現在,世 界25ヵ 国に

おいては,約400基 の原子力発電プラン トが稼

働中である。

米国においては,1990年12月 末現在112基1

億610万kWの 原子力発電プラン トが稼働中で

あり,1990年 における原子力発電の全発電電

力量に占め る割合は,20.6%(約5768億kWh)

とな り,石 炭火力発電(55.5%,約1兆5575

億kWh)に 次 ぐ第二の電源 となっている。

米国の原子力発電プラン トにおいては,現

在その運転許可期間が,『 原子力法』によって

最大40年 間と定め られている。そのため,現

在稼働 している112基 の原子力発電プラン ト

のうち,2000年 には米国で現在運転中の商業

用原子力発電プ ラントで最 も古いヤンキー ・

ローが,運 転許可期間の満了を迎える。なお,

2000年 か ち2010年 の間には500万kWに 相 当す

る10基 が,運 転許可期間の満了を迎 えること

にな り,2030年 にはその大部分が運転許可期

間の満了を迎える。

一方
,米 国では,1982年 から高い電力需要

の伸びが続いてお り,こ の状況で推移すると

1990年 代の後半には需給バランスが著 しく悪

化 し,今 後10年 間に約1億 ～2億kWの 電源設

備が必要になると予想 されている。 しか しな

がら,現 在建設中の原子力発電プラン トは僅

か9基(1082万kW)で あ り,2000年 までに新

規プラン トの発注がない場合には,深 刻な電

力供給不足に陥ると予測されている。

このような背景か ら,米 国においては1985

年 より原子力規制委員会(NRC),エ ネルギ

ー省(DOE)を はじめ,電 気事業者,プ ラ

ン トメーカー等が参加 して,原 子力発電プラ

ントの寿命延長 と許認可更新 を図るための研

究開発,な らびに規制 ・基準の整備が積極的

に実施 されている。

本稿では,許 認可更新に関するNRCの 基

本方針,1990年7月 に公表された原子力発電

プラン トの許認可更新に関する規則案の内

容,規 則案に対す るNRCの 考 え方,産 業界

の対応状況,お よび更新申請の動向について

紹介す る。
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2.許 認可更新に関する規則の現状

2-1.許 認可更新に関する基本方針

米国原子力規制委員会(NRC)は,許 認

可更新に関 して,現 在運転中の原子力発電プ

ラン トの経年劣化の実態を把握 し,こ れを処

置 してい くことが,非 常に重要なことである

と考えている。その理由 としては,『安全系の

系統およびコンポーネン トは,安 全性 を確保

するため多重に用意されているが,こ れ らが

経年劣化することによ り,当 初想定 していた

深層防護(DefenceinDepth)の 厚みを,減

少させてしまうのではないか?』 というもの

である。

経年劣化 という問題の把握およびその管理

に対するNRCの 考え方は,以 下に示す とお

りである。

① プラン トの最初の設計内容 とその運転経

験の記録について十分な検討を行い,そ の

結果について専門家の意見を求める。

② 確率論的 リスク評価(PRA:Probabilis-

ticRiskAssessment)と い う手法 を用 い

て,経 年劣化がプラン トの安全性に与える

影響を評価する。

③ 経年劣化が問題 となるような系統,構 造

物,お よびコンポーネン トを摘出して,こ

れらに技術的検討 を加える。

なお,こ こで言 うところの技術的検討 とは,

・現場におけ る検査や評価 ,

・使用期間が過 ぎた機器の検査 と検討,

・経年劣化が認め られる部材に関する試験

とその試験結果の評価,

・必要な監視試験やモニタリング手法の開

発,

・問題 とされる機器や部材に対 して,補 修

を行 うか,も しくは交換す るか というこ

とについて,最 終的な判断 を行 うこと,

などであ り,NRCは,こ のような手法や手

段が講 じられることによって,機 器材料の時

効効果,経 年劣化 とい うものを正 しく理解,

認識 し,そ の上に立ってプラン トの安全性が

確保されるとしている。

2-2.許 認可更新に関する規則案

NRCは,1990年7月17日 付 け(55FR

29043)で,原 子力発電プラン トの許認可更新

に関す る規則(10CFRPart54,新 規作成)の

ドラフ ト版を公表 した。 この規則案は,現 行

の40年 間の許認可が終了 した後,さ らに20年

問 まで許認可 を更新 して運転 を継続す ること

を可能 とするものである。

NRCは,許 認可更新の規則に関 して1986

年11月6日 付けで政策作成の事前通達 を公表

して以来,図 一1に 示す許認可更新に関す る

規則作成の流れのように,積 極的に規制体系

の整備 に取 り組んできた。 この背景には,米

国の産業界が行 った原子力発電プ ラン トの運

転経験に基づ く技術的寿命評価,経 済的寿命

評価,電 力需給バ ランスおよび代替発電施設

を設置す る場合 との経済性比較結果 などか

ら,原 子力発電プ ラン トは60年 間以上運転す

ることが望 ましく,現 行の最長40年 間の許認

可が終了した後 も,運 転 を継続す ることが可

能 となるような手続きの確立を,米 国の産業

界全体 として強 くNRCに 要求 してきたこと

による。

1990年7月17日 付けで公表 された規則案は

実質的な規制概念を示 した規則作成の事前通

達(54FR41984,1989年10月13日 付け)に 対

するコメン トに基づ いて作成 されている。
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規則の原則としては,あ くまで も現行の許

認可べ一スに基づ いた規制であ り,設 置者の

安全プログラム とNRCの 規制監視活動 によ

って,更 新期間中の安全性の維持を図 るもの

とされている。

許認可 更新 に関す る政策 作成の事前通達54FR40334:1986年11月6日 付

■

ぐコ コ メ ン ト

'

『原子力 プラ ン トの許認可更新 の規則 のオプ シ ョン』

NUREG-1317(ド ラフ ト版):1988年6月 付

↓

許認可更 新に関す る規則作成 の事前通達53FR32919:1988年8月29日 付

一 規則作成作業着手 の通知

一NUREG-1317(ド ラ フ ト版)の コメ ン ト募集(期 限1988年10月28日)

ぐコ コ メ ン ト

'

rNUREG-1317に 対 す る公 衆 コ メ ン トの ま とめ と解 析 一 最 終 報 告 書 』

NUREG/CR-53321989年3月 付

↓

規則作成 の事 前通達再公表54FR41980:1989年10月13日 付

↓

NRCと 産 業 界 との ワ ー ク シ ョ ップ

1

ぐコ コ メ ン ト

'

許認 可更新 に関す る規 則案55FR29043:1990年7月17日 付

ぐコ コ メ ン ト

'

許認 可更新 に関す る規制指針案DG10091990年12月 付

⇔ コ メ ン ト

Ψ

最終規則施行予定1991年8月

ヤ ンキー ・ロー更新 申請予定:1991年9月

モ ンティセロ更 新申請予定1991年12月

規制指針(最 終版)公 表予定:1992年4月

図一1許 認可更新に関する規則作成の主な流れ
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許認可更新の手続 きとしては,

・更新申請の受付は,許 認可終了の20年 前

か ら3年 前迄,

・許認可更新期間は20年 間迄 ,

・更新申請のレビュー期間は2～3年 ,

・10CFRPart51SubpartAの 要求 を満足

するような,環 境評価報告書を作成す る

こと,

・許認可更新にあたっては,原 子炉安全諮

問委員会(ACRS:AdvisoryCommit-

teeonReactorSafeguards)が 許認可更

新申請書をレビュー して申請記録報告書

を作成し,公 聴会を開催する,

としている。

次に,許 認可更新の条件 としては,以 下に

示す とお りである。

① 許認可更新する上で重要な系統,構 造物,

およびコンポーネン トを同定す る手法 とそ

の リス トを示すこと。

② 許認可更新する上で重要な系統,構 造物,

およびコンポーネン トの中で,安 全機能に

影響 を与えるものの リス トとその選定基準

を示すこと。

③ 安全機能に影響を与えるものの中で,許

認可更新期間中において も,そ の安全機能

が維持で きるとい うことを証明しなければ

ならない系統,構 造物,お よびコンポーネ

ン トの リス トとその選定基準,お よびそれ

を同定する手法を示す こと。

④ 安全機能に影響を与 えるものの中で上記

③に含まれない ものについては,経 年劣化

メカニズム(疲 労,ク ラックの進展,熱 脆

性,照 射脆性,腐 食,浸 食,供 用磨耗,生

物学的効果,ク リープ,収 縮)に ついて適

切な評価を実施するとともに,経 年劣化に

よ る影 響 に つ い て,更 新 期 間 中 を通 して 十

分 に管 理 で き る こ と を 明 らか に し,そ の 経

年 劣 化 が 現 行 の許 認 可 べ 一 ス を維 持 す る上

で 問 題 に な ら な い こ とを示 す こ と。

⑤ 経 年 劣 化 の 対 策 と して は,少 な くと も コ

ン ポー ネ ン トの交 換 プ ロ グ ラ ム,運 転 方 法

の 変 更 プ ロ グ ラ ム,許 認 可 更 新 期 間 中の 経

年 劣 化 を評 価 す るプ ロ グ ラム,経 年 劣 化 の

傾 向 を分 析 す るプ ロ グ ラ ム に つ い て 示 す こ

と。

⑥ 最 終 安 全 解 析 報 告 書(FSAR:Final

SafetyAnalysisReport)の 補 足 資 料(Sup-

plement)と して,上 記5項 目に基 づ い た総

合 プ ラ ン ト評 価(IntegratedPlantAssess-

ment)の 結 果 を取 りま とめ,許 認 可 更 新 の

申請 書 に 記 載 す る こ と。

今 回 の 規 則 案 に お い て,実 質 的 な 規 制 概 念

を示 した 規 則 作 成 の 事 前 通 達(54FR41984,

1989年10月13日 付 け)か らの 主 な 変 更 箇 所 と

し て は,以 下 に示 す とお りで あ る。

① 事 前 通 達 の段 階 に お い て は,個 別 プ ラ ン

ト評 価(IPE:IndividualPlantExamina-

tion)と 事 故 管 理(AccidentManage-

ment)プ ロ グ ラ ム を実 施 す る こ と を,許 認

可 更新 の 条 件 の 一 つ に 挙 げ て い たが,規 則

案 に お い て は これ を要 求 して い な い。

② 事 前 通 達 の段 階 に お い て は,「安 全 上 重 要

な ・ ・ … 」 とい う表 現 が 使 用 さ れ て い

た が,規 則 案 に お い て は,「 許 認 可 更 新 上 重

要 な ・ ・ … 」 とい う表 現 に 変 更 さ れ,

こ れ に よ っ て安 全 に 直 接 関 連 し な い機 器 で

あ っ て も,重 要 な もの は 評 価 の 対 象 とす る

こ とに な っ た 。

③ 許 認 可 更 新 に 際 して 必 要 とな る技 術 的 情
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報は,最 終安全解析報告書の補足資料とし

て 取 りま とめ られ る。

なお,こ の規則案に対 しては,産 業界およ

び一般公衆などか ら表一1に 示すようなコメ

ン トが出され,NRCに おいて検査方法など

の再検討が行われていたが,1991年6月28日

NRCは4人 の委員の全員一致で,許 認可更

新に関する手続 きをNRCの 新 しい規則 とす

る こ と を承 認 し た。 最 終 規 則 は,1991年8月

にも公表され る予定である。

表 一1規 則 案 に対 す る コメ ン トの概 要

〔現 行 の 許認 可 べ 一 ス とは何 か を定義 した部 分 に 関す る コ メ ン ト〕

・定 義 は,現 行 許 認 可べ 一 スで凍 結 す べ きで あ る。

・定 義 の範 囲が ,広 す ぎて 不 明 瞭 で あ る。
・NRCが 口頭 で述べ た事 項 に つ い て も

,規 則 に含 まれ て い る よ うに 思 え る。
・定 義 の新 解 釈 や 新 しい情 報 に つ い ては ,認 め られ な い。

〔現 行 の許 認 可 べ 一 ス で 更新 認 可 を取 得 す るた め の 妥 当性 に 関す る コ メ ン ト〕

・現行 の許 認 可 べ 一 ス だけ で十 分 で あ る。

・現 行 の 許認 可 べ 一 ス だけ では 不 十分 で あ り,現 在 の基 準 をレ ビ ュー して使 用 す べ きで を あ る。
・現行 の許 認 可 べ 一 ス に関 す る新 しい情 報 や 技術 的成 果 に っ い ては

,レ ビュー お よび 公聴 会 の段 階 で,考

慮 され な けれ ば な らな い。

〔条 項 の 実証 性 に関 す る コメ ン ト〕

・実 証 が 必要 であ る。

・条 項 に 記載 され て い な い こ とにつ いて も,実 証 す る必 要 が あ る。

・条 項 は,許 認 可 更新 時 の レ ビュー の一 部 と して 明確 にすべ きで あ る。

〔条 項 の 必要 性 に 関 す るコ メ ン ト〕

・更 新 許認 可 の ため だ け に,重 要 な 系統,構 造物,コ ン ポー ネ ン トの 類別 を行 う必 要 は な い。

・条 文 化 とい うこ とは,更 新 許 認 可 の ため に は 基 本的 な こ とで あ る。

〔総 合 プ ラン ト評 価 に 関 す る コ メ ン ト〕

・NUMARC(原 子 力発 電 事 業者 管 理 ・人 材協 議 会)の 手 法 を使 用 すべ き で あ る。

・総 合 評価 プ ロ グ ラム の定 義 範 囲 を,部 品 の修 理 や 交 換 に まで広 げ るべ きで あ る。
・PRA(ProbabilisticRiskAssessment)を 実 施 す る ため の オ プ シ ョン を規 定 す べ きで あ る。

・総 合 評価 プ ロ グ ラム の使 用 は ,運 転 中の安 全余 裕 を低 下 させ る こ とに な る。

・系 統 構 造 物 ,お よび コ ン ポー ネ ン トの 摘 出 方 法が 不 明 瞭 で あ る。
・PRAの 実 施 を要求 す べ き であ る。

〔許 認 可 更新 す る上 で重 要 な系 統,構 造 物,お よび コン ポー ネ ン トに 関 す るコ メ ン ト〕

・安 全 に 直接 関 連 しな い機 器 は ,許 認 可 更 新 す る上 で重 要 な機 器か ら削 除す る。
・レ ビュ ー 範囲 が 広 す ぎる。

〔廃 炉 措 置 に関 す る コ メン ト〕

・も し,こ の許 認 可 更新 が 適 用 され な い とす るな らば,廃 炉措 置計 画 に 大 きな混 乱 を招 くこ とに な る。
・も し,こ の許 認 可 更新 の 申請 が 否定 され た 場合,規 則 案 の文 章 で は,現 在 発 給 され て い る運 転 許可 の 早

期 廃 止 を求 め る こ とに な って し ま う。
・廃 炉 措 置用 の 積 立金 の支 払 い 額 は

,追 加 され る運 転 期 間 を考慮 して 減額 され るべ きで あ る。
・廃 炉 措 置 に必 要 な 資金 の 保 証 は,許 認 可 更 新 の 申請 にか か わ らず 維 持 され なけ れ ば な ら ない 。

〔バ ッ ク フ ィ ッ トに関 す る コメ ン ト〕
・経 年 劣化 を防 護 す るため に

,バ ッ クフ ィ ッ ト解 析 を実 施 しな けれ ば な らな い。
・経 年 劣化 の現 象 を把 握 す る ため に,安 全 上 重要 な改 善 策 を提 示 しなけ れ ば な ら ない。

〔そ の他 の コ メン ト〕

・一 般 的安 全性 問 題 に 関 しては ,バ ッ クフ ィ ッ ト規則 が 適 用 され な い こ とか ら,20年 間以 上 運 転 した時 の

価 値 や イ ンパ ク トお よ び その 影響 に基 づ い て,更 新許認可のや り方 について法定 で審議 され るべ きで ある。

・公 聴 会 の ス ケ ジュ ー ル に関 して は,原 子 炉 安 全 許可 ・会 議(AtomicSafetyLicensingBoard)が 選 択

で き る よ うにす べ きで あ る。

・反 トラス ト法 の レ ビュー に関 して は
,一 人 が 許 認可 更 新 の 内容 にっ い て は レ ビ ュー が 必要 で あ る とし,

二 人 が レ ビュー は 不要 で あ る と して い る。
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2-3.規 則案の考 え方

規則案においては,許 認可更新時の安全性

の評価について,現 行の許認可べ一 スに経年

劣化の評価 とその管理を追加 したもの となっ

ているが,NRCは これ を決定す るにあたっ

て,以 下に示す ような案 を検討 した上で,費

用便益分析の結果に基づいて,B案 が優れて

いると結論づけている。

A案 二現行の許認可べ一 ス。

B案:現 行の許認可べ一スに経年劣化の評

価 と管理 を追加 したケー ス。

C案:現 行の許認可べ一スに経年劣化の評

価 と管理を追加するとともに,一 部

の新設プラン トの標準 との設計上の

相違点を,PRAに よって評価する

ケース。

D案:現 行の許認可べ一スに経年劣化の評

価 と管理を追加するとともに,全 て

の新設プラン トの標準 との設計上の

相違点を,PRAに よって評価する

ケース。

規則案における更新期間の20年 という期間

については,明確な技術的根拠はない ものの,

経年劣化メカニズムの把握 と評価に関 して,

現時点における不確定要素などを考慮 して決

定されている。なお,NRCは 更新申請の回

数については何 も規定 してお らず,も し電気

事業者が20年 以上の更新 を希望するならば,

その時点において再度更新許認可を申請すれ

ば よいことにな り,NRCも これを禁止 して

はいない。

次に,更 新 申請の受付期間が,許 認可終了

の20年 前か ら3年 前迄 となっていることに関

しては,3年 前 とはNRCが 最終安全解析報

告書,環 境評価報告書 をレビューするための

期間であ り,20年 前 とは十分な運転経験 とデ

ータがないようなプラン トの更新申請を排除

するためのものである。

3.産 業界の対応状況

米国の産業界においては,エ ネルギー省(D

OE)の 予算 と電力研究所(EPRI)を 通

じてプールされた電気事業者(海 外の電気事

業者 も含む)の 資金に基づいて,1985年 か ら

『軽水炉プラン トの寿命延長』(PLEX:

PlantLifeExtension)と い う研究開発計画

が実施 されてきた。このPLEX計 画におい

ては,電 気事業者が許認可更新の申請を行 う

場合の技術的,制 度的な問題点が検討,解 明

されるとともに,原 子力発電プラン トの寿命

延長 を実現す るための根拠 となるような二つ

の手法が,現 在 までに開発された。この二っ

の手法 とは,

① 重要 な機器などを絞 り込むための同定手

法,

② 経年劣化 メカニズムの評価 とその対策 を

立案する手法,

である。上記①の重要な機器などを絞 り込む

ための同定手法とは,軽水炉プラン トの系統,

構造物,お よびコンポーネン トにおいて,経

年劣化が寿命 を左右す るという観点か ら何 を

対象 として詳細な検討 を開始す るのか,ま た,

どのようなものが重要であるのかを合理的に

推定す るための手法である。また,② の経年

劣化 メカニズムの評価 とその対策 を立案する

手法 とは,何 がどの ような経年劣化メカニズ

ムの影響 を受 けやす いかを評価 す るととも

に,プ ラン トの寿命に関係するような影響 を

緩和す るための対策案 を立案す る手法 であ

る。
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「

このPLEX計 画 で 開 発 さ れ た 二 つ の 手 法

は,既 に実 際 の プ ラ ン トに適 用 され て お り,

そ の 実 証 性 が確 認 さ れ て い る。 この 実 証 研 究

は,PLEX計 画 とは別 にサ ンデ ィ ア 国 立 研

究 所(SNL)が,DOEの 予 算 に基 づ い て

実 施 して い た 『軽 水 炉 プ ラ ン トの 寿 命 改 良 』

(PLIM:PlantLifelrnprovement)に 関

す る研 究 開 発 計 画 の 中 で行 わ れ,実 際 に 手 法

が適 用 さ れ た 実 プ ラ ン トは,将 来 運 転 許 認 可

期 間 の 延 長 申請 の 第一 号 とな る先 行 プ ラ ン ト

(加圧 水 型 軽 水 炉:ヤ ン キー ・ロー,沸 騰 水

型 軽 水 炉:モ ン テ ィセ ロ)が 選 定 され て い る。

PLEX計 画 で得 ら れ た 二 つ の 手 法 の 成 果

と,こ れ らの 手 法 を実 際 の プ ラ ン トへ 適 用 し

た実 証 研 究 の 成 果 に つ い て は,原 子 力 発 電 事

業 者 管 理 ・人 材 協 議 会(NUMARC:Nuclear

UtilityManagementandResourcesCom-

mittee)と い う原 子 力 産 業 の 連合 組 織 を通 じ

て,規 則 案(10CFRPart54)に 対 して コ メ ン

トす る際 の バ ッ クデ ー タ と し てNRCへ 提 出

さ れ て い る。 これ が,産 業 界 の10分 冊 の 技

術 報 告 書(101ndustryTechnicalReports)

と言 わ れ る もの で あ り,現 在NRCス タ ッ フ

に よ って,こ の 技 術 報 告 書 の詳 細 な レ ビュ ー

が 実 施 さ れ て い る。 こ れ ら の報 告 書 に お い て

は,PWR(加 圧 水 型 軽 水 炉)お よ びBWR

(沸 騰 水 型 軽 水 炉)の 両 炉 型 に つ い て,各 種

の 系 統,構 造 物,コ ン ポー ネ ン トご とに,さ

ま ざ ま な経 年 劣 化 の メ カ ニ ズ ム(表 一2参 照)

を評 価 す る と と もに,そ の対 策 を立 案 して お

り,い ず れ の 系 統,構 造 物,コ ン ポ ー ネ ン ト

に お い て も,寿 命 に 関 係 して くる と考 え られ

る経 年 劣 化 の メカ ニ ズ ム に つ い て は,す べ て

取 り上 げ られ て い る。

技 術 報 告 書 の 目 的 お よ び そ の 狙 い と し て

は,軽 水炉プラン トの運転許認可期間を延長

す るにあたっての技術的な判断基準を提供す

ることにあるが,そ のためには20年 間の更新

期間中において,各 系統,構 造物,コ ンポー

ネン トの安全性が維持できることを実証する

必要がある。 なお,こ の"実 証"と いう中に

は,

・運転性能に関す る取得データ

・経年劣化が,許 容範囲内にあるというこ

とを確認するための分析,お よび定期検

査 もしくはモニタリング

・経年劣化が,許 容範囲内の ものであるこ

とを保証す るための予防策,も しくは経

年劣化の緩和策

・各系統における構造物,コ ンポーネン ト

の取 り替え

というような事項が含まれている。

表一2沸 騰水型軽水炉に関する経年劣化形態

対 象 経 年 劣 化 の 形 態

(1)全 面腐 食

② 減 肉/腐 食

原子炉圧力
(3)中 性子照射脆化

容器
(4)物 理的な磨 耗

(5)低 サ イ クル ・高 サ イ クル疲 労
炉内構造物

(6)応 力腐食割れ

(7)酸 化堆積物

(1)疲 労

② 腐 食

(3)照射誘起応力腐 食割れ
一次冷却材

(4)粒 界応 力腐食割れ

圧力バ ウン (5>減 肉,減 肉/腐 食

ダ リー
(6)中性 子照射脆化

(7)ク リー プ

(8)機 械的な磨耗

(9)熱 脆 化
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図一2に 技術報告書で述べ られている"実

証"の 具体的な手順 を示す。"実 証"の 手順 は,

まず安全上重要 なコンポーネン トであるかど

うかを判定 した後,図 に示すような3段 階の

ステップを踏むことによって,こ れ らのコン

ポーネン トが20年 間の更新期間中におい

て,そ れぞれ想定 した安全機能が保持できる

ことを示 している。

安全上重要なコンポーネントであるかどうかの判定

経年劣化を受けているかどうかの評価

・解決することができる経年劣化なのか?

・特定のコンポーネントに生 じる経年劣化なのか?

運 転 許 認 可 期 間

の 延 長

通常実施されている一般的な対策で良

い か ど うかの 判定

・保 守

・試 験

・検 査

・分析 的 な評 価

経年劣化対策の追加措置の設定

・経年劣化予防、緩和措置の検討

・経年劣化評価手法の改良

・部品の交換、修理方法の検討

図 一2技 術 報 告 書(101ndustryTechnicalReports)の 実 証 手 順
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4.更 新申請の動向

4-1.ヤ ンキー ・ロー原子力発電プラン ト

4-1-1.経 緯

ヤンキー・ロー原子力発電プラン トは,1957

年に建設が開始 され,1961年 に営業運転 を開

始 した電気出力18万5千kWのPWRで ある。

同プラン トは,こ れまで安定 した運転 を続け

てきているが,法 規制上,西 暦2000年 の7月

9日 で運転許 可期 間の満了を迎 えるこ とか

ら,設 置者あヤンキー原子力発電会社は,

① 最初の時点において保守的な設計 を実施

したことか ら,プ ラン トの各設備 は十分 な

余裕 を持っている,

② これまで良好な運転実績 をあげている,

③ これまで良好な保守 ・点検実績を持って

いる,

との判断か ら,20年 間の運転許可期 間の延長

を目指 して,1987年 初旬か らNUMARCが

設置した軽水炉寿命延長(NUPLEX)運

営委員会 と,各 種検討会に参加 して研究 を開

始 した。(参考 として表一3に,現 在米国で稼

働中の商業用原子力発電プラン トにおける運

転許可期間の一覧を示す。米国では,2000年

か ら2012年 の間に17基 の原子力発電プラン ト

が,運 転許可期 間の満了 を迎 えるこ とにな

る。)

その後,同 社は,寿 命延長のアプローチ方

法に関 してNRCの 許可 を取得す るととも

に,当 初計画 した研究の全て を完了 したこと

から,DOEとEPRIに よる先行プラン ト

計画に応募 した。 その結果,同 社は1989年1

月か らPWRの 代表 として,先 行プラン ト計

画を開始 した。

先行プラン ト計画は,5ヶ 年計画で実施 さ

れ,そ の 目標は以下に示すとお りである。

・許認可更新計画を開発 して完成する
。

・産業界が開発 した許認可更新のための評

価手法を実証するとともに,そ の開発 を

支援する。

・許認可更新の申請 を行 い
,許 認可を取得

する。

表一3米 国の商業用原子力発電プラントの

運転許可期限

プ ラ ン ト 名

・ヤ ン キ ー ・ロ ー

・コ ネ テ ィ カ ッ ト ・ヤ ン キ ー

・サ ン ・オ ノ フ レ1号 機

・ロ バ ー ト ・E・ ギ ネ イ

・ナ イ ン ・マ イ ル ・ポ イ ン ト

・オ イ ス タ ー ・ ク リー ク

・ ドレ ス デ ン2号 機

・ ミ ル ス ト ン1号 機

・モ ン ァ ィ セ ロ

・ポ イ ン ト ・ビ ー チ1号 機

・ ドレ ス デ ン3号 機

・ノぐリ セ ー ド

・ク ア ド ・シ テ ィ ー ズ1号 機

・メ イ ン ・ヤ ン キ ー

・ポ イ ン ト ・ビ ー チ2号 機

・サ リー1号 機

・バ ー モ ン ト ・ヤ ン キ ー

運転期限

西 暦2000年

西 暦2007年

〃

西 暦2009年

〃

〃

西 暦2010年

〃

〃

〃

西 暦2011年

〃

〃

西 暦2012年

〃

〃

〃

4-1-2.申 請資料の内容

許認可更新の申請資料 として規制で要求さ

れているものとしては,

・安全解析報告書(最 終安全解析報告書を

補足したもの)

・環境報告書

・技術仕様書の改訂版
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・プラン ト個別の免除項 目の リス ト

である。

安全解析報告書 を作成す るにあたっての具

体的な検討 としては,以 下に示す事項につい

て実施 しなければならない。

・許認可更新す る上で重要 となるプラン ト

の系統,構 造物,お よびコンポーネン ト

の摘出

・摘出した系統 ,構 造物,お よびコンポー

ネント(SSCs:Systems,Structures

andComponents)の 絞 り込み

・絞 り込んだSSCsを 構成するコンポー

ネン ト類について,経 年劣化評価の必要

性の検討

・経年劣化の原因,誘 発因子となるような

材料,運 転条件,環 境などによる負荷や,

これ らの相互作用に関す る評価

環境報告書の記載内容 としては,以 下に示

す とお りである。

・電力供給の必要性

・原子力による発電 と環境 とのインターフ

エース

・原子力発電プラン トの新規建設が環境に

与える影響

・原子力発電プラン トの運転が環境に与え

る影響

・原子力発電プラン トか ら放出される物質

に対する対策 とその監視計画

・想定 される事故の環境へ与える影響

・原子力発電プラン トの経済的,社 会的影

響

・原子力発電プラン トと化石燃料 を使用 し

た発電プラン トとの比較

・経済評価(費 用便益の分析)

4-1-3.申 請作業の状況

ヤンキー原子力発電会社においては,プ ラ

ン トの系統および構成機器(そ の基礎支持構

造 も含む)に 対する絞 り込みを実施 した。そ

の結果,系 統に関 しては78の うち43の 系統に

ついて,よ り一層の点検 と検討が必要である

ことが判明するとともに,構 造物に関しては

46の うち34の 構造物について,詳 細な検討が

必要であることが判明 した。 また,こ れ らの

スクリーニング作業 と並行 して,プ ラン ト構

成機器の総点検(PlantWalkdowns)も 実施

された。

図一3に プラント構成機器の総点検結果に

ついて示す。点検 した構成機 器の総数 は,

15,165点 に及んでいる。 このプ ラン ト総点検

時においては,機 器や構造物に対 して,表 一

4に 示すような経年劣化形態の検討 も実施 さ

れている。このうち,許 認可更新に関係がな

いと判断された機器は,全 体の約27%に 相当

す る3,999点 であ り,点検の結果許認可更新す

る上で問題なしと判断された機器は,全 体の

約45%に 相当する6,852点 であり,経年劣化

の兆候が何 も認め られない機器 としては,全

体の約27%に 相 当す る4,121点 であった。この

結果,許 認可更新を実施す る際に,よ り詳細

な検討が必要 となる機器 としては,全 体の約

1%に 相当する193点 となっている。

同社においては,そ の後 もこれ らの結果に

基づ いて検討作業が実施されてお り,現 在 ま

でに許認可更新を行 う上で重要な系統,構 造

物 として72点 を選定 している。

現在,同 社 において,許 認可更新 を支援す

るための研究プログラム として実施中の もの

としては,

・振動の発達をモニタリングする手法の開発
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　「
許 認 可 更新 時 に詳 細 な
検 討 が 必要 とな る機 器

93)%

許 認 可 更 新 す る 上 で 問

題 な し と 判 断 さ れ た 機

器(6852)45%

経 年 劣化 の兆 候 が何
も認 め られ な い機 器
(4227%

表一4プ ラント総点検時に検討 した

経年劣化形態

経 年 劣 化 の 形 態

・全面腐食

・減 肉/腐 食

・二相流エロー ジョン

・微生物腐食

・粒界応力腐食割れ

・粒内応力腐食割れ

・照射誘起応力腐食割れ

・粒界腐食

・隙間腐食,孔 食

・熱脆化(475℃ 脆化,青 熱脆性,焼 き

戻 し脆i生)

・中性子照射脆化

・水素脆化

・選択溶出(脱 亜鉛,黒 鉛化)

・電位差腐食

・減肉/腐 負に対する超音波探傷装置によ

るモニタリング手法の開発

・仕切 り弁のモニタリング手法の開発

・供用期間中試験の強化

・経年劣化対策 として構造物の総点検

などがある。

同プラントの許認可更新に伴 う資本費の増

加分 としては,現 時点における試算によると

150～400$/kWで あるが,kW当 た りの費用で

比較 した場合,化 石燃料を使用 した発電に比

べて十分に競合できるもの となっている。

現時点における同プラン トの許認可更新に

関するスケジュールは,以 下に示す とお りで

ある。

・1991年9月:NRCへ 申請資料提出

・1993年9月:NRCの 安全性評価終了

・1995年5月:全 ての公聴会終 了

・1995年10月:許 認可更新の発効
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4--2.モ ンティセ ロ原子力発電プラン ト

4-2-1.経 緯

モンティセロ原子力発電プラン トは,1967

年に建設が開始 され,1971年 に営業運転 を開

始 した電気出力56万9千kWのBWRで ある。

同プラン トは,法 規制上,西 暦2010年 で運転

許可期間の満了を迎えることになる。

設置者のノーザン ・ステーツ発電会社の許

認可更新 に対する取 り組みは,最 初DOEと

EPRIか らBWROG(BWROwners

Group)に 対 して,運 転期間の延長を希望する

BWRプ ラン トについて打診があった時に,

同社は許認可更新のパ イオニアを目指すため

に,自 ら更新 申請す ることを提案 したことか

ら開始された。その結果,同 プラン トは,B

WRプ ラン トの代表 として1985年 か ら1988年

まで,PLEX計 画のバイロッ トプラント研

究 を実施することになった。

このパイロットプラン ト研究においては,

原子炉圧力容器 と炉内構造物が重要な検討事

項 となり,経 年劣化 メカニズム としては照射

による影響が加わった応力腐食,中 性子照射

脆化,熱 疲労,高 サイクル疲労などの検討が

実施された。このパイロットプラン ト研究の

成果 としては,

・経年劣化による損傷形態 とその影響のお

よぼす範囲,

・経年劣化の進行速度,

・検査および保守プログラムの有効 性,

・交換および補修範囲,

などが確認された。

その後,同 社は,1989年1月 か ら5ヶ 年計

画でDOEとEPRIに よるBWRの 先行プ

ラン ト計画を開始 した。

4-2-2.申 請作業の状況

現在 ノーザン ・ステーツ発電会社は,許 認

可更新のための研究プログラムを,機 械系 と

計装制御 ・電気系 とに分離 して実施 している。

同プラン トの許認可更新 申請を行 う上で,重

要 と考 えられる研究プログラムとしては,

・仕切 り弁の供用期間中検査プログラム,

・ポンプの供用期間中検査(起 動試験)プ

ログラム,

・計装制御設備の機能試験プログラム,

・大型モー ターの供用期間中検査(起 動試

験)プ ログラム,

などがあげ られる。

同社の許認可更新に対する考え方は,『経年

劣化問題を処理するためには,更 新許可 を求

め る範囲 とそのレベルに関 して,詳 細な検討

を実施してお く必要がある』 とい うものであ

る。特にプラン トの安全性に係わる緊急時の

運転 システムについては,今 回の規則案では

厳 しい検討が課せ られてお り,今 後 ともNR

Cと 協議を実施 してい くものの,最 終的には

NRCの 判断が優先 されることになるという

ものである。

同杜は,こ れまでもプラン トの維持 と管理

に十分な注意をはらって きてお り,特 に機器

構成材料の経年劣化に注 目している。現在,

経年劣化対策の一つ として,戻 り復水系に脱

酸のために水素注入を行 っているが,こ の他

にもオーステナイ ト系ステンレス鋼配管の内

面に酸化 クロムの皮膜を形成 させ るために,

酸化亜鉛の注入を実施 している。

同プラン トの運転期間を2010年 以降20年 間

延長するために必要な費用 としては,現 時点

の試算で約1億 ドルであるが,こ こに現在の

プラン トと同一規模のプラン トを建設 しよう
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とした場合 は,そ の種類が火力発電で も原子

力発電であっても,必 要 となる費用 としては

約4億 ドルになると評価 されている。なお,

この数値には,今 後のインフレー ションによ

る費用の増加が考えられることから,不 確定

因子としてそれぞれ1～1.8倍 を考 えてお く

必要がある。

現在,同 社は,許 認可更新の申請を1991年

の12月 に予定 してお り,こ れに対するNRC

側の審査 は約2年 間位かかると考 えている。

5.お わ り に

米国では,本 稿で紹介 したように原子力発

電プラン トの寿命延長 と許認可更新 を図るた

めの規則 ・基準の整備ならびに研究開発が積

極的に実施 されている。現在発表されている

規則案では,安 全に直接関連 しない機器であ

っても重要 なものは評価対象 になるととも

に,許 認可更新後の経年劣化に対 して適切な

管理を行 うことを設置者に求めている。これ

に対 して産業界では,許 認可更新に関してプ

ラン トの安全性,経 済性,技 術的可能性 とい

った観点から,PLEX計 画 という研究開発

プロジェク トが実施 されてお り,こ こでは現

在までに重要な機器などを絞 り込むための同

定手法,経 年劣化 メカニズムの評価 とその対

策を立案する手法が開発 されている。

一方,我 が国においても,1991年7月 末現

在41基3222.4万kWの 原子力発電プ ラン トが稼

働中であ り,運 転実績 も20年 を超 える原子力

発電プラン トが現れ始めたことか ら,官 民協

力のもと原子力発電プラン トの経年劣化/長

寿命化研究が着実に進められている。

我が国における原子力発電プ ラン トの運転

継続に関 しては,米 国のように運転許可期間

の法的な定めはな く,電 気事業法に基づ き一

定期間(原 子炉施設は1年 ±1ヶ 月,タ ービ

ン施設は2年 ±1ヶ 月)毎 に国による定期検

査 を受けることが義務づけられてお り,こ の

定期検査に合格す ることにより,次 の定期検

査までの運転が認められるというシステムと

なっている。我が国においては,監 督官庁お

よび電気事業者によるプラン トの設計,建 設,

運転,保 守 という各段階における徹底した品

質管理 と予防保全活動によって,材 料,機 器

などの経年劣化 を軽微な段階で発見すること

に努めている。因みに,我 が国における原子

力発電プラン トの運転 ・保守技術は非常に優

れてお り,大 きな トラブル も少な く,ア ンア

ベイラビリティの90%以 上は,計 画的な検査

を行 うための停止 となっている。

今後,経 年劣化/長 寿命化の研究開発は,

我が国のエネルギー問題への対応を考えるな

らば,ま す ます重要 となって くる。

我が国の研究開発が,着 実に進展すること

が望 まれ るが,そ の推進に当たっては,

①我が国の法規制においていうところの経

年(劣 化)の 定義 と,対 象 となる具体的劣

化現象の整理 ・検討を行 うこと,

②経年劣化現象が,プ ラント全体の安全性

に与える影響をより理解す るため,リ スク

指向的なアプローチによる検討対象機器 ・

構造物などの同定 と,劣 化影響シナ リオの

整理 ・検討を行 うこと,

③我が国の規制 ・基準などの中で,経 年劣

化に係わる部分の整理 と,我 が国の実情に

即 した形へ変更などを実施 しようとした場

合の研究開発課題 と実施状況の検討を行 う

こと,

④プラン トの経年化に伴 った定期検査(検
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査項 目,内 容,頻 度,技 術など)の あ り方

の検討を行 うこと,

を考慮す ることが重要 であると考えられる。

また,米 国の原子力発電プラン トの許認可更

新の手続 きは,米 国固有の問題であるものの,

プラン トの経年劣化への対応 につ いての知

識,理 解向上,お よび我が国におけるプラン

ト長寿命化の是非の検討への情報 という観点

からは,米 国でDOE,EPRIを 中心に行

われている長寿命化計画の成果は重要な もの

であり,今 後 とも米国 との研究協力,情 報交

換 を強力に推進 していくことが必要であると

考 える。(し きち あきら 主任研究員)
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XNシミュ レー シ ョン・マ ルチ コンフ ァ レンス1991"に 参加 して

黒 沢 厚 志

1.は じめ に

コンピュー タ上にシステムの振舞いを模擬

す るソフ トウェアモデルを構築 し,対 象 とす

るシステムの設計等の研究開発や運転訓練に

用いられ る装置は,コ ンピュー タシミュレー

タ(以 下シ ミュレータと省略)と 呼ばれ,原

子力発電などのプラン ト産業,航 空機 自動

車などの運輸産業で幅広 く利用 されている。

シ ミュレー タのべ一スとなる技術 は,コ ンピ

ュータのハー ドウェアとソフ トウェア,画 像

処理,制 御技術など,多 岐にわたるものであ

り,近 年のこれらの技術の進展は,シ ミュレ

ー タの性能向上にも寄与 している。

わが国では,従 来よりBWR運 転訓練セン

タ,原 子力発電訓練センター といった原子力

発電プラン トの訓練センターにある標準型の

大型シ ミュレータを使用 した運転訓練 を実施

している。それに加えて,近 年は電力会社所

有のプラン ト固有のシミュレータも設置され

るようになってきている。

原子力発電所においては,常 に安全性お よ

び信頼性の確保が求め られ,設 計,運 転管理,

安全評価 を正確に行 うことがきわめて重要で

ある。プラン トライフサ イクル全体にわたる

安全性および信頼性の確保のために,原 子力

プ ラン トシ ミュレータは有効 なツールであ

り,そ の 高 度 化 の た め に は,進 展 が 著 しい 並

列 処 理 等 の 計 算 機 技 術,画 像 処 理 技術 な ど を

導 入 して,現 在 よ り も詳 細 か つ 高 速 で,現 実

感 の あ る現 象 シ ミュ レー シ ョン を 可 能 と しな

け れ ば い け な い 。

以 上 の 視 点 に 基 づ き,将 来 の シ ミュ レー タ

の あ るべ き姿 を探 るべ く,国 際 会 議"シ ミュ

レー シ ョン ・マ ル チ コ ンフ ァ レ ン ス1991"に

出席 し,あ わせ て 原 子 力 お よ び情 報 処 理 関 連

の 機 関 を訪 問 して 情 報 交 換 を行 っ た 。

コ ン ピ ュー タ シ ミュ レー シ ョ ン学 会 主 催 の

国 際 会 議 シ ミュ レー シ ョ ン ・マ ル チ コ ン フ ァ

レ ン ス1991は,1991年4月1日 ～5日 に 米 国

ル イ ジ ア ナ 州 ニ ュ ー オ ー リ ン ズ で 開 催 さ れ

た,① 第24回 シ ミュ レー シ ョン シ ン ポ ジ ウ ム

年 会 ② 第8回 シ ミュ レー タ国 際 会 議 ③ 人 工 知

能 と シ ミュ レー シ ョ ン④ 飛 翔 体 シ ミュ レー シ

ョ ン⑤ 環 境 の 理 解 に 向 け て,と い っ た5つ の

会 議 の 合 同 コ ン フ ァ レ ン ス で あ る。 今 回 は,

そ の う ち 「第8回 国際 シ ミュ レー タ会 議 」 に

参 加 し,同 会 議 は,シ ミュ レー タ技 術 の 応 用,

シ ミュ レー タ技 術 の最 前 線,シ ミュ レー シ ョ

ン モデ ル,コ ン ピュ ー タ コー ドの 可 視 化 と評

価,事 故 に 関 す る解 析 ・訓 練 ・対 応,CAE

と製 造 業 とい っ た6っ の トラ ッ ク で構 成 され

た 。

以 下 で は,シ ミュ レー シ ョ ン ・マ ル チ コ ン

一16一



ファレンスを中心 として調査内容の要約 を報

告するとともに,現 在の原子力プラン トシミ

ュレータの高度化に向けての課題 をまとめる

こととする。

2.原 子 力 プ ラ ン トシ ミュ レー シ ョン

(1)プ ラ ン トシ ミュ レ ー シ ョ ン と シ ビァ ァ

ク シ デ ン ト,安 全 規 制

従 来 の 原 子 力 プ ラ ン トの 挙 動 シ ミュ レー シ

ョ ンに お い て は,設 計 上 の発 生確 率 は 非 常 に

低 い,原 子 炉 燃 料 の破 損 に と も な う放 射 性 物

質 の 放 出,燃 料 溶 融,格 納 容 器 へ の放 射 性 物

質 の 拡 散 とい っ た シナ リオ に代 表 さ れ る,い

わ ゆ る 「シ ビア ア ク シデ ン ト(苛 酷 事 故)」 挙

動 の 詳 細 な モ デ ル 化 は 不 十 分 な もの で あ っ

た 。 現 在 は,ス リー マ イ ル ア イ ラ ン ド事 故 の

解 析 な ど,シ ビ ア ア ク シ ンデ ン トに 関 す る研

究 開 発 を 日本 を 含 む 各 国 で す す め て お り,そ

の 成 果 の 一 部 は す で に 公 開 され て い る。 シ ミ

ュ レー シ ョン ・マ ル チ コ ン フ ァ レ ン ス で は,

シ ビ ア ア ク シ デ ン ト対 応 の た め の解 析 お よ び

訓 練 の た め の シ ミュ レ ー タ の 必 要 性,FP

(FissionProducts,核 分 裂 性 生 成 物)挙 動 の

シ ミュ レー シ ョ ン な どに 関 す る発 表,パ ネ ル

デ ィ ス カ ッ シ ョ ンが あ っ た 。

ま た,米 国 原 子 力 規 制 委 員 会(Nuclear

RegulatoryCommission,以 下NRC)は,

1991年3月26日 か ら,原 子 力 発 電 プ ラ ン トに

お い て,プ ラ ン ト固有 の シ ミュ レー シ ョ ン機

能 を持 つ 運 転 訓 練 シ ミュ レー タ の 性 能 証 明 を

要 求 す る規 制 を発 効 させ た。 米 国 で は,こ の

規 制 を満 足 して い な い 原 子 力発 電 プ ラ ン トの

運 転 は 許 可 さ れ な くな る。 シ ミュ レ ー シ ョ

ン ・マ ル チ コ ン フ ァ レ ン ス は 規 制 発 効 直 後 に

開催 され た わ け で あ る。 数 多 くの 原 子 力 発 電

所 を有 す る米 国 で は,原 子 力 発 電 所 運 転 の 要

件 と して シ ミュ レー タ の 設 置 とそ の 性 能 証 明

とい う今 回 の 規 制 に と も な い,シ ミュ レー タ

関 連 産 業 に新 た な需 要 が もた ら され た とい う

側 面 も持 っ て い る。 会 議 で は,NRCコ ミ ッ

シ ョナ ー の ロ ジ ャー ズ(Rogers)氏 の招 待 講

演 をは じめ と して,規 制 に 関 す るパ ネ ル な ど

で,活 発 な議 論 が 展 開 され た。 同 氏 は,最 近

発 効 し たNRCに よ る シ ミュ レー タ規 制 の 背

景 を踏 ま え,原 子 力 シ ミュ レー タ の過 去,現

状 に お け る実 績 と将 来 展 望 に 関 す る招 待 講 演

を行 っ た。 そ の 内容 を以 下 に 簡 約 す る。

(2)ロ ジ ャ ー ズ 氏(NRCコ ミ ッ シ ョナ ー)

の 講 演 「原 子 力 プ ラ ン トシ ミ ュ レー シ ョンの

過 去 の 実 績 と将 来 展 望 」

本 会 議 開 催 時 点 で は,111の 性 能 証 明 の 必 要

な シ ミュ レー タ の う ち,94は 報 告 書 を期 限 ま

で に提 出 し,残 り17は 証 明 報 告 書 提 出 ス ケ ジ

ュ ー ル の 延 期 を 申 請 して い る。 ま た,NRC

の 別 途 承 認 を求 め る 申請 は1件 で,他 に運 転

休 止 プ ラ ン トで あ るた め の 技 術 的 内 容 の免 除

の 申請3件 が 提 出 され て い る。

現 在 の 規 制 は,RegulatoryGuide1.149

"NuclearPowerPlantSimulationFacil -

itiesforUseinOperationLicenseExami-

nations"の 保 証 す るANSI/ANS3.5-1985

に よ っ て 定 義 さ れ るプ ラ ン ト準 拠 の シ ミュ レ

ー タ施 設 で 運 転 員 の 初 期 訓 練 と再 訓 練 を行 う

よ うに要 求 して い る。NRCは,こ の 基 準 を

訓 練 効 率 お よ び 現 実 感 の確 保 の 手 段 と し,物

理 的 ・機 能 的 に プ ラ ン ト準 拠 精 度 の シ ミュ レ

ー タ に よ り
,運 転 員 の 認 識 を 高 め て運 転 手 順

に お け る対 応 の 正 確 さ を保 証 す る こ とが で き

る と して い る。 従 来 の プ ラ ン ト審 査 は 書 類 べ

一 ス の 定 式 的 な もの で あ り
,今 後 の 規 制 の 方
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向 は,安 全 確 認 の た め の 装 置 で あ る シ ミュ レ

ー タに 対 して ラ イ セ ン ス責 任 を持 つ と い う
,

パ フ ォー マ ン スベ ー スの 評 価 に 向か う。

シ ミュ レー タ は,起 動,出 力 変 更,停 止 と

い っ た通 常 時,お よび 異 常 時 の 訓 練 に 用 い ら

れ,運 転 員 の ス キ ル 向 上 に役 立 っ て き た。 シ

ミュ レー タ も し くは ワー クス テー シ ョンベ ー

ス の シ ミュ レー シ ョ ン装 置 は,運 転 員,管 理

者,公 衆 に 対 して,専 門知 識 を要 せ ず に プ ラ

ン ト全 体 の レ ス ポ ン ス とい っ たサ イ ト固有 の

概 念 や 詳 細 技 術 の 学 習 環 境 を提 供 す るデ モ ン

ス トレー シ ョン用 の ニ ー ズ も有 して い る。 緊

急 時 情 報 管 理,表 示 シ ス テ ム と シ ミュ レー タ

を組 み 合 わ せ れ ば,規 制 とは別 に,連 邦,州,

地 方 レベ ル で の 放 射 性 物 質 放 出 を と も な う緊

急 時 計 画 と緊 急 時 ラ イ セ ン ス に寄 与 す る 意 志

決 定 ツー ル と もな り,そ の コ ン セ プ トは,シ

ビ ア ア ク シ デ ン トに 対 し て も拡 張 可 能 で あ

る。 ま た,シ ミュ レー タは,設 計 時 の シ ス テ

ム 解 析 やPRA(ProbabilisticReliability

Assessment,確 率 的 信 頼 性 評 価)研 究 に対 し

て 定 量 的 デ ー タ を提 供 す るほ か,炉 心 損 傷 回

避 の た め の 運 転 員行 動 の 信 頼 性 ・安 全 研 究,

緊 急 時 手順 の 評 価,運 転 員 支 援,訓 練 用 ツ ー

ル 評 価,計 算 機 化 さ れ た 運 転 手 順 ・エ キ ス パ

ー トシ ス テ ム 評 価 等 の 幅 広 い応 用 範 囲 を有 し

て い る。

NRCに とっ て,シ ミュ レー タは 運 転 審 査

と と もに,制 御 盤 の 理 解 や プ ラ ン ト技 術 仕 様

の 理 解 とい っ た ス タ ッフ 訓 練 に メ リ ッ トを有

す る もの で あ る。NRCの 検 査 官,試 験 官 は,

審 査 お よび 運 転 員 評 価 の 経 験 を有 して い る こ

とに加 え,テ ネ シー 州 チ ャ タ ヌガ の 技術 訓 練

セ ン タ ー(TTC)に お い て,ス ケー ル モ デ

ル や3次 元 画 像,お よび 原 子 炉 シ ミュ レー タ

により,緊 急時運転理解 を含めた訓練を受け

ている。TTCに は4プ ラン トメーカ(GE,

WH,CE,B&W)炉 型に対応したシ ミュ

レータが整備 され,訓 練を実施 している。現

在は,ス ーバー ミニコンピュー タへの レベル

アップ,イ ンス トラクタ卓機能拡大(入 出力

オーバー ライ ド機能等),熱 水力コー ドの精度

向上による性能,機 能の向上をすすめている。

今後は,緊 急時対応データベースの整備など

を実施す る予定である。

今後の展望は,① プラン ト挙動を模擬する

制御室 シミュレー タと 「制御ループ中の運転

員」の組み合わせは,「 開かれた」規制の進展

に影響 を与え,規 制が必要でないことを実証

する可能性 もある②NRCは,ヒ ューマンフ

ァクタ研究施設設置の実用可能性研究 を開始

する予定 であり,シ ミュレータのネットワー

クは共同研究に利用する価値 を有 している③

新型軽水炉ABWRとAPWR,金 属燃料高

速炉,ヘ リウム冷却高温ガス炉に採用 される

と予想 される情報集約型ディスプ レイによる

自動化 システムでは,運 転員に とって安全な

プラント制御のために技術 ・スキルの維持を

図 る唯一の方法はプラン ト準拠のシ ミュレー

タ訓練 であり,従 来の運転時以外の訓練 とは

異な り,運 転中訓練の可能性 も有 している,

といった3つ の視点でまとめられ るだろう。

21世 紀において技術が進歩 しても,訓 練に

よる運転の質の維持は必要であり,こ のニー

ズは,緊 急時にのみ運転員を必要 とする自動

化の進行 した状況下では,ま す ます大きくな

る。単純でより頑丈な受動的設計の原子力プ

ラン トにおいても,経済的訓練ツール,異常時・

緊急時に対する唯一の安全 な訓練装置 といっ

た2つ の理由でシミュレータが必要である。
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将来の原子力パブ リックアクセプタンスに

とって重要なのは,全 米の原子炉,原 子力施

設の安定運転であ り,シ ミュレータはその要

求にこたえることのできる重要なツールであ

る。

3。 シ ミ ュ レー タ に適 用 され る情 報 処 理 技 術

(1)並 列 処 理 と画 像 処 理

スー パ ー コン ピ ュー タ,メ イ ン フ レー ム,

ミニ コ ン ピ ュ ー タ,ワ ー ク ス テー シ ョン に い

た る まで の 種 々 のCPU(CentralProcessing

Unit,中 央 処 理 装 置)に,多 数 の プ ロセ ッサ を

搭 載 す る マ ル チ プ ロ セ ッ サ 化 が 進 行 し て お

り,現 在 そ の並 列 度 は 実 用 レベ ル の もの で 数

個 ～ 十 数 個 オ ー ダー に あ る。 また,従 来 か ら

そ の 概 念 が提 唱 さ れ て お り,最 近 注 目 を集 め

て い る超 並 列(MassiveParallel)と 呼 ば れ る

ア ー キ テ クチ ュ ア が あ り,そ の 並 列 度 は 最 高

で 数 万 の オ ー ダ ー に ま で 達 す る よ う に な っ

た 。 さ らに,ネ ッ トワー ク上 の 分 散 処 理 も,

広 い意 味 で の 並 列 処 理 で あ り,ネ ッ トワ ー ク

性 能 の 向 上 に よ って,計 算 効 率 を低 下 させ ず

に,必 要 に 応 じた ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェ

ア の選 択 に よ る柔 軟 な シ ス テ ム構 築 も可 能 と

な っ た。

そ の よ う な 並 列 計 算 機 利 用 環 境 の 例 と し

て,訪 問 した コー ネ ル大 学 の スー バ ー コ ン ピ

ュー タ施 設 で は,図1に 示 す よ うに,IBM

社3090/600J(6プ ロセ ッサ)2台,画 像 処 理

装 置 な どの 資 源 を有 して い る。 さ らに,同 じ

くコー ネ ル大 学 内 に あ る先 端 コ ン ピ ュー テ ィ

ン グ研 究 所 のIntel社iPSC/2,ト ラ ン ス ピ

ュ ー タ,さ らに シ ラ キ ウ ス大 学 に あ る北 東 部

並 列 ア ー キ テ クチ ュ ア セ ン ター に あ る コネ ク

シ ョンマ シ ン等 の並 列 計 算 機 をネ ッ トワ ー ク

を通 じ て利 用 す る こ とが で き る。

訪 問 した機 関 で は,こ の よ う な並 列 計 算 機

を活 用 す べ く,軽 水 炉 用 安 全 解 析 コー ドの並

列 計 算 機 へ の 移 植(ア イ ダ ホ 国 立 工 学 研 究

所),並 列FORTRAN用 の コ ンパ イ ラ(コ ー

ネ ル 大 学),並 列FORTRANラ イ ブ ラ リの整

備(ア ル ゴ ン ヌ 国 立研 究 所)と い っ た ソ フ ト

ウ ェ ア 開 発 も あ わせ て す す め ら れ て い る。

ま た,現 象 の 詳 細 解 析 に よ り生 じ た大 量 の

デ ー タ の 効 率 的 な 処 理 と結 果 の 確 認 の た め

に,画 像 処 理 技 術 は 必 須 の もの と な っ て きて

い る。 ワ ー クス テ ー シ ョ ン上 で の3次 元 画像

処 理(コ ー ネ ル 大 学),画 像 処 理 専 用 プ ロセ ッ

サ(ア イ ダ ホ 国 立 工 学 研 究 所)の 使 用 等 に よ

り,シ ミュ レ ー シ ョン の 現 実 感 や 画 像 処 理 効

率 の 向上 を図 る こ とが 可 能 とな っ て きて い る。

シ ミュ レー シ ョン ・マ ル チ コ ン フ ァ レ ン ス

で の 発 表 の ひ とつ に,大 手 シ ミュ レー タ メー

カ で あ るS3テ ク ノ ロ ジ ー 社 の マ ジ ョ リ

(Mahjouri)氏 の 講 演 が あ っ た 。 そ の 内容 は

情 報 処 理 技 術 を背 景 と した シ ミュ レー タ技 術

の 今 後 の 進 展 を 見通 す 上 で 参 考 とな る と思 わ

れ る。 以 下 に は そ の概 要 を ま とめ る。

(2)マ ジ ョ リ氏(S3テ ク ノ ロジ ー 社)

の 講 演 「1991年 に お け る シ ミュ レー タ技 術 」

1990年 代 の コ ン ピ ュ ー タ の ハ ー ドウ ェ ア

は,大 規 模,高 速 の コ ン ピュ ー タ と,マ イ ク

ロプ ロ セ ッサ 利 用 の 小 規 模,可 搬 性 の あ る コ

ン ピ ュ ー タの2極 に 分 化 して い くで あ ろ う。

な

今 後 の 技 術 の キ ー ワー ドは,集 積 度 向上 に よ

る 多機 能 の シ ン グ ル チ ップ 化,ク ロ ッ ク速 度

向上,新 しい ア ー キ テ クチ ュ ア の 採 用,64メ

ガ ビ ッ トに達 す る で あ ろ うメ モ リ容 量 拡 大 で

あ る。 ま た,ソ フ トウ ェア に お け る過 去10年

の トピ ッ クは,OS(OperatingSystem),
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オ ブ ジ ェ ク ト指 向,CASE(Computer

AidedSoftwareEngineering)で あ っ た 。 今

後 は,グ ラ フ ィ ッ クユ ー ザ イ ン タ ー フ ェ イ ス

(以 下GUI)に よ るユ ー ザ 個 別 の 環 境 構 築,

マ ル チ メ デ ィ ア対 応 の ソ フ トウ ェ ア ラ イ ブ ラ

リ整 備 が 課 題 とな ろ う。 また,コ ン ピ ュー タ

の 取 り扱 う情 報 は文 字,テ キ ス ト,シ ン ボ ル

と変 化 して お り,近 年 のGUI利 用 は シ ミュ

レー タ技 術 に も影 響 を与 え る も の で あ る。

シ ミュ レー タ に 関 して い えば,数 年 前 ま で

は 訓 練 シ ミュ レー タ用 に リア ル タ イ ム 性 能 を

提 供 で き る コ ン ピュ ー タ メー カ は1社 だ け で

あ り,シ ミュ レー シ ョン モ デ ル の 高 度 化 を制

限 して い た。 そ の 意 味 で は,近 年 の イ ン ス ト

ラ クタ ス テー シ ョ ン分 離 は 画 期 的 で,ワ ー ク

ス テー シ ョン の 利 用 に よ る メ イ ンCPUの 負

荷 低 減 は,シ ミュ レー シ ョン モ デ ル 計 算 に 対

して,よ り多 くのCPU資 源 割 り当 て を 可 能

と し,分 散 コン ピ ュー テ ィ ン グへ の 道 を 開 く

もの で あ る。

高 性 能 ネ ッ トワー クは,分 散 コ ン ピ ュ ー テ

ィ ン グ を実 用 化 に 近 づ け て い る。非 均 質(het-

erogeneous)な 環 境 下 で の 機 能 分 散 は,ユ ー

ザ ー に理 論 上 無 制 限 の パ ワー を与 え る もの で

あ り,シ ス テ ム の 自由 度 は 拡 大 して 設 計 の 制

約 を低 減 させ る。 各 プ ロセ ッサ は 「計 算 エ ン

ジ ン」 と して独 立 性 を保 ち,分 割 した タス ク

ご とに 性 能 向 上 を 図 る こ とで,全 体 シ ス テ ム

性 能 向 上 を達 成 す る こ とが で き る。 分 散 コ ン

ピュー テ ィ ン グは,プ ロ グ ラ ム 並 列 化,高 精

度 化,移 植 性 向 上 に メ リッ トを有 す る が,前

提 条 件 と して ネ ッ トワ ー ク の信 頼 性,シ ス テ

ム の統 一 性 の確 保 を 必要 とす る。 分 散 コ ン ピ

ュー テ ィ ン グ は,非 均 質 環 境 下 で の 低 コス ト

シ ミュ レー タ を可 能 と し,モ ジ ュ ー ル 型 ソ フ

トウェアの再利用はシミュレー タ性能向上に

寄与するであろう。

物理現象は本質的な並列性 を有 しているた

め もあり,近 年は特に並列 コンピューティン

グが注 目を集めている。並列性導入はプログ

ラムを複雑にするものであり,現 在のシーケ

ンシャルプログラムでは考慮 されていない,

データオブジェクト,演 算,各 モジュールの

相対的タイ ミングに注意 し,並 列化の可否に

ついてデータ共有性の確認が重要である。単

一プロセッサ用の10年 前のソフ トウェアは,

現在 も使用される寿命の長いもの となってい

るが,並 列コンピュータ用のソフ トウェア開

発者は,ハ ー ドウェア進展が急速なためソフ

トウェア寿命は短い と思っている。現在の並

列計算パフォーマンスの評価の視点は,プ ロ

セッサ遊休時間を最小にするワー クロー ド分

散,プ ロセ ッサの協調性,デ ータの内容 ・順

序の正確 さの保証である。しか し,シ ミュレ

ータ技術への並列 コンピューティングの最初

の適用は,従 来から存在 し,そ の取 り扱いに

慣れている大規模 シーケンシャルアルゴリズ

ムのパフォーマンス向上のための,並 列化 さ

れていないソフ トウェアのマルチプロセッサ

利用によるスピー ド向上 となろう。

画像 インター フェイスにおいて,表 示オブ

ジェクト間での注意の切 り替えが可能なウィ

ン ドゥマネー ジャを通 してのシ ミュレー タ制

御は現在および今後の主流である。また,日

常生活では,位 置,目 的の異なる種々の音 を

聞 き分けてお り,音 響プロセッサによる音響

インターフェイス も近いうちに利用可能 とな

ろう。

近い将来のシミュレー タ技術は7つ の情報

技術 を必要 とする。それらは,シ ミュレー タ

一21一



と実 プ ラ ン トの デ ー タ の や り と りを行 う 「リ

モ ー ト・コ ミュ ニ ケ ー シ ョン 」,従 来 型 タ ス ク

を実 行 す る 「計 算 シス テ ム」,デ ー タ ロ グや 初

期 条 件 等 を記 録 す る 「デ ー タベ ー ス ・シ ス テ

ム」,訓 練 生,モ デ ル の 両 者 が使 用 す る「計 装

制 御 シ ス テ ム」,推論 ルー ル を含 む 点 で デ ー タ

ベ ー ス と異 な る「知 識べ 一 ス」,知 識 べ 一 ス を

利 用 し て シ ナ リオ を 実 行 す る 「エ キ ス パ ー

ト・シ ス テ ム 」,オ ン ラ イ ン専 門家 コ ンサ ル タ

ン ト機 能 を担 う 「シ ミュ レー シ ョン ・ス タ デ

ィ」 で あ る。 シ ス テム 統 合 化 の ため に は,ど

の 技 術 も重 要 で あ る。 図2に は,7つ の 情 報

テ ク ノ ロ ジに よ りオペ レー タ を支 援 す る,「イ

ン テ リ ジ ェ ン ト ・シ ミュ レ ー タ ・サ ー ビ ス ス

テ ー シ ョ ン」 の 概 念 を示 す 。

シ ス テ ム ま た は オペ レー タの 起 こ す 故 障 に

つ い て,シ ミュ レー タ の サ ブ シ ス テ ム で あ る

オペ レー タ に は,今 後 認 知 能 力 と意 志 決 定 能

力 が 問 わ れ る よ うに な る。 強 力 なマ イ ク ロプ

ロ セ ッ サ は シ ミュ レー タ 技 術 を大 き く変 革

し,分 散 コ ン ピュ ー テ ィ ン グ と オ ブ ジェ ク ト

指 向 設 計 は,オ ペ レー タ が ワ ー クス テー シ ョ

ンベ ー ス の マ ル チ メデ ィ ア に 慣 れ て く るに つ

れ て,支 持 を得 る よ うに な るだ ろ う。 シ ミュ

レー タ設 計 に お け る,リ ア ル タ イム 性 確 保 に

は,古 い ソ フ トウ ェ ア と新 しい ハ ー ドウ ェ ア

の 組 み 合 わせ は不 適 切 で あ り,高 精 度,使 い

や す さ,低 コ ス トの 条 件 を満 足 す る ソ フ トウ

ェ ア,ハ ー ドウ ェ ア を適 宜 利 用 して い く必要

が あ る だ ろ う。
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4.ま と め

今後の原子力プラン トシ ミュレー タ高度化

に必要な視点は,以下のようにまとめられる。

(1)シ ミュレーション範囲拡大 と,詳細化,

高速化

シビアアクシデン ト研究の進展により,今

後は,シ ミュレー タにシビアアクシデン ト模

擬機能 を組み込むことが徐々に可能 となると

思われ る。 また,過 渡事象等の短時間を対象

としたシ ミュレー ションに加 え,実 際の運転

中のプ ラント特性の変化に対応するため,経

年劣化問題に代表 される長時間にわたるシ ミ

ュレー ションも今後は必要 となるであろう。

この ようなシミュレーション範囲の拡大のた

めには,従 来扱っていた現象に加えて新 しい

挙動モデルを開発 して,通 常運転状態からシ

ビアアクシデン トまでの広範囲な現象を扱え

るソフ トウェアの一部 として組み込む必要が

ある。

計算機性能の向上を背景 として,従 来よ り

も時間および空間の精度において詳細で,か

つ実時間より高速のシミュレーションが可能

となってきており,シナ リオの拡大 とともに,

シミュレーションの高度化に寄与す るものと

なろう。

(2)並 列処理技術の適用

ハー ドウェアのマルチプロセ ッサ化 ,ネ ッ

トワー ク上での分散処理など,今 後のコンピ

ュータ技術のキーワー ドのひ とつは広義の並

列処理である。シ ミュレーシ ョン高速化や柔

軟なシステム構成 を可能 とする並列 コンピュ

ーティングのポテンシャルを充分に引き出す

ためには,コ ンパイラ,ユ ーザーインターフ

ェイス等の利用環境 を整備 しなければいけな

い。

原子力プ ラン トシ ミュレーションにおいて

も,既 存のソフ トウェアの並列化,新 しい並

列 ソフ トウェア といった,並 列 コンピューテ

ィングを意識することが必要である。

(3)画 像処理技術の適用

シミュレー ションの結果の後処理 である画

像処理は,大 量のシ ミュレーション結果の確

認や,デ ー タ中に隠されている変数間の関係

の発見などに非常に有力な手段である。

今後は,シ ミュレー ション結果の リアルタ

イム3次 元表示 などにより,原 子力プラント

シ ミュレー タにおける現実感 を高めるととも

に,実 際にみることのできないプラン ト内部

の状態把握にも利用できるであろう。

(4)安 全性確保 とシ ミュレータ

米国NRCは,訓 練によるプラン ト運転貝

の質の維持 を主 目的として,原 子力プラン ト

固有の模擬機能を持つ運転訓練 シミュレータ

の性能証明を要求す るという規制 を発効 させ

た。規制の要求する性能は,現 在の技術で充

分 クリアできるものと思われる。

実事象をできるだけ正確に模擬 できる解析

手法の確立による,詳 細にわたる安全裕度確

認,原 子力発電プラン トの改良等におけるプ

ラン ト機能や安全性の効率的かつ高精度事前

評価が可能 となるなど,安 全性確保 における

シ ミュ レー タの適用範囲は幅広 いもの とな

る。幅広い観点か ら,安 全性確保のためのツ

ール としてのシミュレータを考慮 してい くこ

とが重要である。

5.あ と が き

原子力 を今後の重要な発電用エネルギー源

として位置づけるならば,安 全性確保の手段
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として,オ リジナ リティをもち,か つ これま

でに述べた技術や ノウハウを活用 した高精度

かつ高速の原子力プラン トシ ミュレー ション

ソフ トウェアの必要性は今後 ますます高まる

であろう。国際的視野の もとに,原 子力プラ

ントを対象とした高精度かつ高速のシミュレ

ー ションのニーズを認識 した,ハ ー ドウェア

およびソフ トウェア両面での学際的な協力体

制の整備が必要 となろう。(くろさわ あつ し

研究員)
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リン酸 型 燃 料 電 池 の 開 発 動 向

明
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1.は じ め に

21世 紀に向けて,国 民生活におけるゆとり

と豊かさが求められる中で,エ ネルギー供給

はその低廉性 をべ一スとし,こ れに加えその

利便性 ・信頼性 ・安全性に対するニーズがま

す ます高ま り,そ の高度化 とともに,エ ネル

ギー需要は今後確実に増加 していくもの と見

込 まれている。一方,近 年特に クロー ズア ッ

プされている地球温暖化問題 を中心 とする地

球環境問題は,将 来予想されるエネルギー需

要の逼迫 ともあいまって,再 生可能エネルギ

ーや新エネルギー システムの開発 ・導入およ

び省エネルギーの徹底追究の必要性 を強 く示

唆 している。このような状況下において,燃

料電池は高効率,優 れた環境適合性等か ら,

新エネルギー システムとして大いに期待され

ている。

また,昨(1990)年 発表された電気事業審

議会需給部会の中間報告によれば,燃 料電池

は分散型電源 として,西 暦2000年 には190万

kW(電 気事業用:105万kW,自 家発用:85万

kW),2010年 には820万kW(電 気事業用:550

万kW,自 家発用:270万kW)の 導入 目標が設

定され,具 体的導入に向けて着実な開発が要

求 されている。

本稿 では,当 エネルギー総合工学研究所に

おいて,「新エネルギー・産業技術総合開発機

構(NEDO)」 の委託により平成2年 度に実

施 した 「大型燃料電池導入形態調査」及び 「分

散型新発電技術実用化実証研究に関す る系統

連系課題の解析・評価」の検討結果の中から,

電気事業用及びオンサイ ト用の分散配置用 リ

ン酸型燃料電池について,開 発状況 と技術的

な見通 し,及 び経済性 ・市場性の見通 しにつ

いて,そ の要旨を紹介す る。

II.電 気事業用 リン酸型燃料電池

1.国 内における電気事業用 リン酸型燃料電

池の開発状況

リン酸型燃料電池は,通 産省工業技術院の

ムーンライ ト計画の一環 として,昭 和56年 か

ら本格的な技術開発が始 まり,NEDOの 委

託により,低 温低圧型 ・高温高圧型の2方 式

の1MW発 電プラン トが国内メーカと電力の

協力の もとで開発 され,さ まざまの技術開

発 ・運転研究 を実施 してきた。 また,東 京電

力ではUTC製4.5MWの 実証試験を行い,M

W級 燃料電池発電の可能性を実証す るととも

に,本(1991)年,東 芝/IFC製11MWの

発電に成功 し,引 き続き実証試験が行われて

いる。このように,実 用化に向けての動 きが

活発化す る中で,実用機の研究 を目指 した「リ

ン酸型燃料電池発電技術研究組合」が電力会
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社 ・ガス会社によって設立 され,電 力用 とし

て5MW級,オ ンサイ ト用 として1MW級 の

実証試験 ・研究が,平 成8年 度までの予定で

進め られている。図一1に 大型(MW級)リ

ン酸型燃料電池の開発動向を示す。

年

実証プラノト

'77 '78 '79 '80 '81 '82 '83 '84 '85 '86 '87 '88 '89 '90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98 '99

4駄酬実証プラント

東 京 電 力

五井火力発電所

1薩 灘 繍靴

撒 東芝/五FC一
11剛実証プラント

東 京 電 力

五井火力発電所

8412

(ムーンライト計画)

関酋電力98

(ムーンライト計画)

中部霜力410

1剛低温低圧型

工技院/聡DO

堺港発電所

1043

[]i纒 ・士職・ヨ獄
10

「二]綴 糖・踊
9

1剛高温高圧型

工技院/椛DO

知多第2発電所

5補檸証 プラント

リン酸型燃料電池発電

技術研究組合

尼崎テクノランド

1
4

図 一1大 型(MW級)リ ン酸型 燃料 電 池発電 の 開発動 向

2.電 気事業用 リン酸型燃料電池の導入用途

火力 ・原子力発電設備は経済性 ・効率の観

点か ら大容量化 されてお り,そ の敷地 も広大

なもの となることか ら,需 要地近傍に設置す

ることは用地費の高騰や環境問題の深刻化に

よりますます困難 とな り,電 源の遠隔化 ・偏

在化の一因となっている。 また,こ のことは

送変電設備の増加,送 電損失の増大 を引き起

こし,エ ネルギー コス ト・エネルギー ロスの

増大を招 くことにもなる。 しか し,燃 料電池

は小容量であ りながら高い発電効率が期待さ

れ,か つ従来の火力 ・原子力発電のように復

水器に必要 な大量の冷却水(海 水等)が 不要,

NOx排 出量も少ない等,環 境負荷が非常に小

さいことから,都 市近郊に設置す る分散型発

電システム としての導入が期待 されている。

中でも,電 熱併給システムのパワー ソースと

して,そ の優れた発電効率 と共に,排 熱を利

用 した高効率 なシステムの構築が考 えられて

いる。電気事業用 として,そ の具体的導入用

途は以下のようなものが考えられる。

(1)エ ネルギーセンター

都市再開発地域やニュータウン地域の一角

に燃料電池発電システムを中心 としてヒー ト

ポンプ等 を集中設置し,そ の地域に必要な電

力 ・温熱 ・冷熱等のエネルギー をクリーンで

安全に供給する。

(2)変 電所設置

需要地近傍の配電変電所の1次 側(66～77

kV母 線),2次 側(6.6kV母 線)あ るいは1次

変電所の2次 側(66～77kV母 線)等 に連系 し,

既設変電所敷地内,あ るいは変電所新増設時
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に合わせて,そ の地域負荷に合 わせた燃料電

池を設置す る。

(3)離 島の発電所

現在,主 にディーゼル発電によっている離

島の発電所に燃料電池を設置し,ク リーンで

高効率な電源 として活用す る。ディーゼル発

電は,大 気汚染,騒 音等,環 境問題における

難点があ り,古 い設備 も多いため,設 備更新

時や,新 設時の導入が期待 される。

(2),(3)についても,近 傍に熱需要があれば,

電池排熱を利用 した高効率 システムの構築が

可能である。

3.電 気事業用 リン酸型燃料電池導入におけ

る将来の見通 し

3.1導 入量の見通 し

電気事業用燃料電池について,燃 料電池の

排熱利用を基本 とした場合の潜在導入可能量

が推定されている。

具体的には,個 々の建物用途(事 務所 ・ホ

テル ・店舗 ・住宅等)に より熱需要が異なる

ことか ら,全 国の都市再開発 ・ニュータウン

計画地域において,そ の地域における建物構

成を想定 し,全 体の熱需要量を算定すること

から,燃 料電池の潜在導入可能量を推定 して

いる。算定結果 を燃料電池の容量に換算 した

ものを表一1に 示す。これは,あ くまで最大

限の推定値であることを念頭に置 く必要があ

るものの,5MW級 として年間1,872MW,約

218台/年 となり,潜在的にはかな り大 きな市

場が存在す ることが分かる。 また,こ の数値

は先に述べた電気事業審議会需給部会中間報

告の導入 目標値において も,十 分 な可能性を

有 していることを示 している。さらに表から,

導入可能量はその80%以 上が関東圏及び近畿

圏の2大 都市圏に集中してお り,大 需要地の

表 一1都 市再 開発 とニュー タ ウン計画 の 燃料 電池 導入 可能 量 〔台/年 〕

都 市 再 開 発 ニ ュ ー タ ウ ン 計 画

1MW 3MW

1

5MW 10MW 20MW 30MW 1MW 3MW 5MW 10MW 20MW 30MW

北 海 道 10.3 3.5 2.2 1.0 0 0 27.3 9.3 5.7 2.7 1.4 0

東 北 15.1 5.1 3.2 1.5 0 0 38.0 12.9 8.0 3.8 1.9 1.3

東 京 485.7 164.5 102.0 48.6 24.3 162 92.3 31.3 19.4 9.2 4.6 3.1

関東(除東京) 158.2 53.6 33.2 15.8 7.9 5.3 263.3 89.2 55.3 26.3 13.2 8.8

東 海 15.1 5.1 3.2 1.5 0 0 57.4 19.5 12.1 5.7 2.9 1.9

北 陸 0 0 0 0 0 0 10.8 3.7 2.3 1.1 0 0

近 畿 259.4 87.9 54.5 25.9 13.0 8.6 284.5 96.4 59.7 28.4 14.2 9.5

中 国 52.1 17.6 10.9 5.2 2.6 1.7 35.2 11.9 7.4 3.5 1.8 1.2

四 国 0 0 0 0 0 0 2.1 0 0 0 0 0

九 州 39.7 13.5 8.3 4.0 2.0 1.3 25.0 8.5 5.3 2.5 1.3 0

全 国 1035.6 350.8 217.5 103.5 49.8 33.1 835.9 282.7 175.2 83.2 41.3 25.8
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エネルギー需要密度がさらに増大す る傾向に

あることがi窺える。

しか し,実 際の導入においては,需 要家の

熱負荷特性,プ ラン ト運用 と経済【生,制 度面,

競合技術 との比較検討等,総 合的な評価 を行

うこ とが必要である。

3.2燃 料供給面の見通 し

リン酸型燃料電池は燃料 として天然 ガス

(LNG)・LPG・ メタノール等が使用可能

であるが,主 に都市部における分散型電源 と

しての導入が考 えられるため,燃 料は天然ガ

スが主体になるもの と思われる。

先に述べた,西 暦2000年 に190万kW,2010

年に820万kWの 導入目標が,仮 に全てLNG

により,リ ン酸型燃料電池によって実現され

た場合のLNGの 供給を考 えてみ ると,2000

年における燃料電池用LNGは190万 トン/

年程度 と推定され,同 年時点での全LNG供

給予測量4,500万 トン/年 に占める割合は4

%程 度である。また,2010年 においては,供

給予測量5,500万 トン/年 に対 し,燃料電池に

よる消費量は820万 トン/年 と推定され,同 じ

く15%程 度である。 これは,燃 料電池によっ

てエネルギーの有効利用がなされ,将 来のエ

ネルギー供給の一端 を担 うもの とすれば,天

然ガス供給量 としてはさほど大 きなウエイ ト

を占めるものではないと思われる。 また,供

給設備面か ら見れば,エ ネルギー需要の増大

が見込まれる関東,関 西圏においては天然ガ

スの供給網が発達 しており,こ の面において

特に問題はないもの と考えられるが,具 体的

な計画にあたっては,個 別に検討が必要であ

ろう。

4.電 気事業用大型 リン酸型燃料電池の概念

設計 と運用 ・経済性の検討

4.1電 気事業用大型 リン酸型燃料電池の概

念設計

電気事業用 リン酸型燃料電池の単機容 量

は,都 市部の需要密度,変 電所設置時の供給

信頼性,改 質器の陸送制限等 を勘案すれば,

5～10MWが 適当であると考えられ,設 備規

模が大 きい場合には,こ のユニッ トを複数台

設置す ることによって対応す ることになると

思われ る。

ここで,大 都市部の再開発計画地域におけ

る平均的規模 として20MW(単 機容量:5M

W×4台)の 容量 を設定 し,エ ネルギーセン

ター用(電 熱併給型),変 電所設置用(電 力供

給主体型)の 燃料電池発電プラン トについて

概念設計を行なったので,こ れについて紹介

する。概念設計仕様は表一2の とお りである。

図一2に,電 力 ・熱併給型発電プラントの

表 一220MW燃 料 電池 発電 プ ラ ン トの仕様

種 類 水冷式 リン酸型燃料電 池

定 格 出 力
20MW(単 機容 量:5MW×4台)

(交流発電端)

送電端効率 *41
.2%以 上(HHVべ 一 ス)

燃 料 都市ガ ス(13A)

運 転 方 法 系統連系運転

ス タ ッ ク 数 24ヌ 、タ ッ ク(6ス タ ッ ク ×4)

改質器型式 水蒸気改質 一単管式(5MW×4)

直交変換装置 自励式

出力調整範囲 30%～100%

出 力 電 圧 6600V

環 境 規 制 値

(定常運転時)

NOx:10ppm以 下(残02:7%換 算)

SOx:0.1ppm以 下

騒 音:55dB(A)以 下

(プ ラ ン ト境 界点 にお い て)

起 動 時 間 暖起動:3時 間以内

負荷変化速度 ±20%/分

*電 力供給主体型の場合
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プロセスフロー と熱 ・物質収支 を示す。電力

供給 を主体 とした発電プラン トについては,

囮の余剰蒸気 を排ガスタービンに導 き,排 ガ

スタービン発電出力を増加 させている。

発電プラン トは,水 素 を作 り出す原燃料 ・

改質系,加 圧空気を電池へ供給する空気系,

燃焼排ガス系,水 ・蒸気系,お よび電力を取

り出す電力変換系から構成 されている。

4.2リ ン酸型燃料電池を熱源 とした熱供給

システム

エネルギーセンター用 として,前 述の20M

Wリ ン酸型燃料電池からの排熱を利用 した熱

供給システムについて紹介する。

燃料電池からの排熱は,大 別 して47℃ 程度

の低温水排熱92℃ 程度の中温水排熱,182

℃,8atgの 蒸気排熱の3系 統に分類 される。

これらの排熱 を最大限に利用できるような

熱源機器の選定 を行った場合の熱供給プラン

トのシステム系統を図一3に 示す。 なお,本

プ ラントを設計するにあた り使用 した熱負荷

パ ターンは,実 際の地域冷暖房地区の熱負荷

パ ターンを基に,時 間最大電力が約20MWの

地域冷暖房地区を想定 した ものである。参考

までに熱負荷パターンを図一4に 示す。ここ

で,燃 料電池の排熱だけでは賄い切れない熱

供給部分については,電 動ターボ冷凍機ある

いはヒー トポンプにて対応す ることとしてい

る。

あ

囮

櫛

排 カスター ヒン

購

瀬 。.[コ

水処理

装 置

図 一220MW(単 機容 量:5MW×4台)燃 料電 池発 電プ ラン トのプ ロ セ スフu一 と熱 ・物 質収 支
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放敬する.放 散のための設銅 は

FC設 備に組み込 まれ る.

主 要 設 構 熱 出 力(Kca且 ハ) 電気入力(kの

47℃ 熱 源水 利 用

温 ヒ ー ト ポ ン プ

8,368 1,497

熱

熱 92℃/53℃ 1,240 一

機 交

換
器

器 8at85δ し./53℃ 3,360 一

一 重 効 用

冷
吸 収 式 冷 凍 撮

810 一

熱 二 重 効 用
3,700 一

機 吸 収 式 冷 凍 機

器
電 動

14,K20 3,650
タ ー ボ 冷 凍 機

FC

HP

S-AR

D-AR

HEX

ETR

燃 料 電 池

ヒー トポンプ

ー重効用吸 収式 冷～粟機

二重効用吸収式 冷凍機

熱 交 換 器

電動'ターボ冷凍機

蓄 熱 槽 を 含 ま ず

図 一320MW燃 料 電 池 に よ る熱供 給 システ ム系統 図
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この結果,熱 供給を含めた総合効率 は,電

熱併給型で67.5%,電 力供給主体型で49.7%

となった。なお,機 器据付開始か らプラン ト

運用開始までの建設工程は,試 運転期間を含

め,燃 料電池,熱 供給プラン ト共,9ヶ 月程

度である。

5.大 型 リン酸型燃料電池導入における経済

性の見通 し

リン酸型燃料電池は技術的にはほぼ完成の

域に達 していると考えてよいものの,製 造 コ

ス トにつ いては,現 時 点 で100～150万 円/

kWと 言われてお り,今 後の導入にあたり,火

力発電 に対抗す るためには これ を20～25万

円/kW程 度にまで引き下げる必要がある。

今後の燃料電池発電 システムのコス ト低減

方策項 目として,表 一3の4点 が上げられる。

ン

博 劉(射

鱒 麺 罰 無 負 肩(昼 働

表一3に 示す ような技術開発努力や市場導

入のための環境整備等による導入量の量的拡

大を積極的に図っていった場合,プ ラン トコ

ス トは表一4の ようになるもの と予測され,

2000年 頃には商用べ一スに乗る程度 までコス

トダウンが可能であると思われる。なお,図 一

5に,各 開発ステップにおけるプラン トコス

トの構成要 因別の低減予測 を示す。

さて,前 述の様に,25万 円/kW程 度 までコ

ス トダウンが図られた場合の,燃 料電池によ

る熱供給 システムの経済性について試算 し

た。

これは,前 章で述べた熱供給システムにお

いて,図 一6に 示す代表的な4パ ターンで燃

料電池を運用 した場合に,燃 料ガス単価及び

熱供給単価をパ ラメーター として経済i生の比

較を行 ったものである。図一7に 試算結果 を
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示す。燃料電池の運用によっては系統からの

電力供給の増減が生 じ,燃 料電池以外の電源

の燃料の増減が生 じるが,試 算時にこの燃料

単価 を11円/kWhと したため,電 力供給単価

がこれより安ければ採算性があるといえる。

図一7に おいて,定 量運転時の電力供給単価

が最 も安 く(即ち最 も経済的運用),次 いで昼

夜分割,熱 需要追従,電 力需要追従の順 とな

っているが,こ の結果は設備利用率の高い順

と同じであ り,燃 料電池の経済性は設備利用

率の影響が大きいことが分か る。図一8は,

前述の燃料電池による熱供給 システムと,ガ

スター ビンに よるシステム との比較である

が,こ こでは,電 力需要追従以外は燃料電池

の方が経済1生が高いことが分かる。これはガ

スター ビンの発電効率が低いことに起因する

と考えられるが,い ずれにして も,燃 料電池

の高効率性 を有効に利用す ることにより,従

来のシステム と比較 して も経済的なシステム

の構築が可能である。

表 一3燃 料電 池 発電 システ ムの コス ト低 減方 策

項 目 具 体 的 内 容

システムの設計の ・各装 置の複合化,小 型化,簡 素化

簡素化 ・標準化 ・配置設計の最適化(機 器配置の コンパ ク ト化)
一

構成機器の高性能 ・セ ルの 電 流 密度 向上(300～400mA/cm・ 程 度) ,及 び セ ル面 積 増 大(1～1.2m2)に よ る

化,コ ンパ ク ト化 スタック当た りの出力密度の向上

等の要素技術開発 ・触媒量の低減,セ ルの耐熱性の向上,信 頼性 の向上

と標準化 改質器 におけ る,触 媒の高性能化,長 寿命化,コ ンパ ク ト化
・空 気圧 縮 機 に つ い て,タ ー ビ ン ・圧 縮 機 の コンパ ク ト化 を図 る。
・直交変換装置については,半 導体素子の高性能化,大 容 量化,ブ リッジの簡素化,コ

ンパ ク ト化 を図 る。

製 造 ・試験 ・検 査 (1)電 池 本体

ラ イ ン 自動 化,合 ・製造方法の改良,専 用機の導入

理化等の生産技術 ・電極 基材板,基 材溝の連続押 し出 し成形化を含め た電池組立 ラインの自動化

開発 と標準化 ・大 面積 セ ルの ハ ン ドリン グ技術 開発

(2)改 質器

・製造 ・加工方法の改善,専 用加工機の導入

(3)熱 交換 器,補 機

・専用加工機の導入,歩 留 り改善

(4)計 測制御装置,直 交変換装置
・制御盤等の組立方法の改善

量産効果,習 熟効 (1)量 産効 果

果 に よ る コス ト低 ・設 計 費,ソ フ ト作 成 費 の低 減

減の効果的実施 ・量産に よる加工工数の低減

・大量購買による材料 費の低減

(2)習 熟 効果

・作業の習熟度向上

表 一4分 散 配 置用 燃料 電池(5MW)の プ ラ ン トコス ト

開発 ステ ップ 開 発 機 導 入 機 商 用 機

プ ラ ン ト コ ス ト

製 作 年 度

製 作 台 数

備 考

90万 円/kW

1992年

1台

現状技術に よる もの

50万 円/kW程 度

1996年 頃

数 台

商用機 の前の段階

20～25万 円/kW程 度

2000年 頃

数十台

本格導入の段階

(注)製 作 台 数 は,1メ ー カー にお け る値 を示 す 。
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5MW燃 料電池のプラントコスト構成要因別の低減予測
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図 一6燃 料 電 池 運 用 パ ター ン

熱需要に遺従 して

燃料電池か ら排熱

を得る.

このため電力負荷

と発電電力はマ ッ

チ ングしない。
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6.今 後の燃料電池技術開発 に対 する期待

電力業界は原子力立地問題 と地球環境問題

の狭間で,さ らなる高効率 ・低公害発電シス

テムの実現 を望んでいる。この点においても,

化学力発電としての燃料電池における将来性

には計 り知れないものがあり,中 で も,そ の
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一番手 としてリン酸型燃料電池にかか る期待

は非常に大 きいものである。

昨年,電 気事業法について,燃 料電池等新

エネルギー技術 に関 しての改正がな され る

等,燃 料電池の具体的導入に向けての整備 も

着々と進め られている。

このような燃料電池に とっては絶好な追い

風の下,高 信頼性 ・低 コス トの商用機の実現

に向けて,今 後の実証研究の成果に大 きな期

待がかか るものである。

III.自 家 用 オ ンサ イ トリン酸 型 燃 料 電 池

1.国 内 に お け る オ ンサ イ ト用 リン酸 型 燃 料

電 池 の 開 発 状 況

需 要 家 の オ ンサ イ トに 設 置 し,高 効 率 で電

気 ・熱 を併 給 し,低NOx,低 騒 音 で,効 率 の

高 さ に 見 合 っ たCO、 排 出 量 の 低 減 が 可 能 な

オ ンサ イ ト用 燃 料 電 池 コー ジ ェ ネ レー シ ョ ン

シ ス テ ム は,省 エ ネ ル ギー 性,環 境 保 全 性 に

優 れ る都 市 型 エ ネ ル ギー シ ス テ ム と して,そ

の 普 及 に期 待 が 寄 せ られ て い る。

オ ン サ イ ト用 リン酸 型 燃 料 電 池 は,米 国機

(40kW,200kW)の 導 入 ・評 価,通 産 省 工 業

技 術 院 に よ る ム ー ン ラ イ ト計 画 の 推 進(200

kW機 の 製 作 ・運 転 研 究),メ ー カ ー とユ ー ザ

ー(ガ ス会 社 ・石 油 会 社 等)に よ る研 究 開 発

等,多 数 の プ ロ ジ ェ ク トで 技 術 開 発 ・フ ィー

ル ドテ ス トが 重 ね られ,現 在 は 商 品 機 完 成 を

目指 し た 実 用 化 開 発 の 段 階 に 至 っ て い る

(表 一5)。

な か で も,東 京 ガ ス ・大 阪 ガ ス ・東 邦 ガ ス ・

富 士 電 機 の 商 品 化 プ ロ ジ ェ ク トは,50kW,

100kWの 商 品 機 を1993年 度 か ら販 売 す る こ

と を 目標 と して お り,ま た 米 国 のIFC社 は

200kWの 商 品 機 を1994年 よ り販 売 す る 計 画

を発表し,そ の前段階 として,ガ ス3社(東

京ガス,大 阪ガス,東 邦ガス)が 量産試作機

を21台 導入・評価す る予定になっているなど,

50～200kWの オンサ イ ト用 リン酸型燃料電

池は,完 成 したエネルギーシステムとして,

市場へ本格導入され る時期が間近に迫ってい

る。

これら小容量の リン酸型燃料電池について

は,今 後は,安 定 した量産化技術の構築に よ

る信頼性の向上・設備費の低減(目 標25万 円/

kW程 度),導 入促進のための環境整備等,普

及のための方策が主要課題になると考 えられ

る。

一方,近 年のウオーター フロン トや都市部

の再開発など地域開発の活発化,ビ ルの高層

化 ・複合化等で,需 要家のエネルギー需要規

模が大型化する傾向にあり,よ り大型の燃料

電池 コー ジェネレーションシステムに対する

開発ニー ズも高 まって きている。

図一9に,最 近のガスエンジン ・ガスター

ビンによるコー ジェネレーションシステムの

設置実績を示すが,設 置台数は300kW以 下の

小容量機が多い ものの,発 電容量は1,000～

5,000kWク ラスの大容量機によるものが300

kWク ラスの4～5倍 に達 している。特に単

機容量1,000kW級 については,発 電容量だけ

でな く設置台数 も多く,こ れ らの状況から,

小型燃料電池の開発過程 で蓄積 された技術を

発展 させ ることにより,1MW(1,000kW)

級のオンサ イト用燃料電池コージェネレーシ

ョンシステムが開発 されれば,相 当量が普及

し,省 エネルギー,環 境保全に寄与 しうるも

の と期待 されている。そこで以下では,1

MW級 の大型のオンサ イ ト用 リン酸型燃料

電池の開発の見通 しについて紹介す る。
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表 一5小 型 オ ンサ イ ト用 燃料 電 池 の開発 ・導 入計 画

プ ロ ジ ェ ク ト名 段 階 容量 台数 82-86 87 88 89 90 91 92 93 94 備 考

ムーンライ ト計画

(業務用) 試作機 200kW 1 1

ホテルプ ラザ

三菱電機一関西電力・大阪ガス

分散型新発電技術

実用化実証研究
試作機

50kW

200kW

16

1

六甲アイラン ド

富士電機 一関西電力

三菱電機 一関西電力1

石油産業

活性化センター

試作機

50kW

lOOkW

100kW

200kW

1

1

1

1

1

[

[

[

1

1

富士電機 一出光興産

富士電機 一昭和 シェル石油

三洋電機 一日本鉱業

IFC一 日本石油

ガ ス会社商 品化

プ ロジェ クト

試作機

(プロトタイプ)

試作機

量産試作機

商品機

50kW

100kW

50kW

100kW

50kW

50kW

100kW

1

1

16

50

(予定)
一

一

幽

1 1

口

1

富士電機 一東京ガス

日立製作所一東京ガ ス

富士電機 一ガス3社

1

1

IFCPC25

商 品 化 プ ロ ジ ェ ク ト

試作機

試作機

げリプロトタイプ)

初期市場

導入機

商品機

PCl8

(40嗣

PC25

(200副

PC25

(200副

PC25

(200闘

4

4

21

} =

東京ガス2台

大 阪ガス2台

東京電力2台

大阪ガス1台

日本石油1台

東京ガス10台

大阪ガス10台

東邦 ガス1台

1
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図 一9コ ー ジ ェ ネ レー シ ョ ン シ ス テ ム の 設 置 実 績 一 ガ ス エ ン ジ ン,ガ ス ター ビ ン 式 一

㈹ 日本 ガ ス 協 会 調 べ1990年3月

2.オ ンサイ ト用1MW級 リン酸型燃料電池

の開発について

2.1導 入が予想 される市場

50～200kWの オンサイ ト用 リン酸型燃料

電池は,比 較的小規模 で熱需要の多いレス ト

ラン,病 院,ホ テル等業務用施設への導入が

有望視 されているが,発 電容 量の大 きい1

MW級 リン酸型燃料電池は,次 に示すように

量

(万kW)

業務用に加え,大 規模施設が多 く蒸気等の熱

需要 も多い産業用分野でも相当量普及が可能

と考 えられている。

(1)業 務用

大規模業種 でエネルギー需要規模の大 き

い,事 務所 ビル,病 院,ホ テル,店 舗 ビルが

導入有望業種 と考えられ,そ のス トック量は

表一6の ように推定 されている。

表一6業 務用における導入対象施設数

業 種 推定年
契 約 電 力 規 模[

1,000kW以 上 2,000kW以 上 3,000即 以 上

事 務 所
1990年

2000年

1,360

1,680

480

590

230(件)

280

病 院
1990年

2000年

1,180

1,270

270

290

120

130

ホ テ ル
1990年

2000年

450

580

140

!90

70

100

店 舗
1990年

2000年

1,730

2,130

360

460

140

180

合 計
1990年

2000年

4,720

5,660

1,250

!,530

560

690
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(2)産 業 用

熱/電 比(熱 需 要 と電 力 需 要 の 比)が1以

上 で コー ジ ェ ネ レー シ ョン シ ス テ ム の 導 入 に

適 し,か つ,熱 の利 用 温 度 レベ ル が 燃 料 電 池

の 回収 熱(7kg/cm2G蒸 気,65℃ 温 水)に マ ッ

チ ン グす る表 一7中 の6業 種 へ の 導 入 が 有 望

と考 えられている。ただ し,産 業用(製 造業)

については有望6業 種以外の他の業種 も,蒸

気需要が多 く,排 熱の利用形態も蒸気ボイラ

ー用給水の加温等多種 多様に考 えられ,導 入

の可能性が充分 あるため,表 一7に は,製 造業

全体のス トック量についても記載 してある。

表 一7産 業 用 にお け る導 入対象 施 設数(1988年)

業 種
契 約 電 力 規 模

1,000kW以 上 2,000kW以 上 3,000即 以 上

食 料 品 製 造 業

飲料 ・飼 料 ・たば こ製造 業

繊 維 工 業

衣服 ・その他繊維製品製造業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化 学 工 業

350

120

240

0

130

640

80

50

60

0

50

410

40(件)

10

20

0

30

170

有 望 業 種 合 計 1,480 650 270

製 造 業 計 6,690 2,840 1,620

2.2技 術的な見通 し

オンサイ ト用1MW級 リン酸型燃料 電池

開発の技術的見通 しを調べ るため,概 念設計

が行われている。

表一8に,概 念設計の主要目標仕様を示す

が,大 容量化以外の技術開発要素 として次の

点が挙げられる。

(1>高 温蒸気の高効率 回収

従来のオンサイ ト用燃料電池は,排 熱の大

半 を70℃前後の温水 として回収 していたため

業務用の暖房 ・給湯や,効 率 の低い単効用吸

収式冷凍機(COPO.6～0.65)を 駆動 しての冷

房が熱利用の中心であった。

そこで,次 の2点 を目的 とし,排 熱か ら温

水(回 収率10%以 上 目標)に 加え,高 温蒸気

(7kg/cm2G蒸 気)を25%以 上の高効率で回収

することを目標 としている。

①高温蒸気で,効 率の高い二重効用吸収式

冷凍機(COP1.1)を 冷房用に駆動 し,排

熱の利用効率 を高める。

② 蒸 気 需 要 の 多 い 産 業 用 分 野 へ の 導 入 を図

る。

(2)コ ンパ ク ト化 ・パ ッ ケー ジ 化

小 型 燃 料 電 池 同 様,需 要 家 の 施 設 内 に 搬

入 ・設 置 す る た め,以 下 の コ ンパ ク ト化 ・パ

ッ ケー ジ化 を 目標 と して い る。

① 契 約 電 力1,000kW以 上 の 大 規 模 ビ ル の

機 械 室 に 設 置 可 能 な 寸 法(高 さ3.5m・ 設

置 面積0.08m2/kW以 内)・ 重 量(1.5t/m・

以 下)に コ ンパ ク ト化 す る。

② 輸 送 関 連 の 法 規 ・施 設 の搬 入 ロサ イ ズ 等,

輸 送 ・搬 入 上 の 制 約 を満 たす サ イ ズ(幅

3.2m・ 長 さ6m・ 高 さ3.2m以 内,重 量25

t以 下)の セ ミパ ッケ ー ジ に分 割 で き る構

造 とす る。

以上 の 目標 仕 様 に対 し,2社 で概 念 設 計 を

行 っ た 結 果 を表 一9,図 一10,11に 示 す が,

発 電効 率,熱 回 収 率,コ ンパ ク ト化 ・バ ッケ

ー ジ化 等 す べ て の 目標 仕 様 を満 足 す る 見通 し

が得 られ て い る。
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表 一一8オ ンサ イ ト用1MW級 燃料 電 池の 主 な 目標 仕様

型 式 水冷 式 リン酸 型 燃料 電 池(屋 内型 ・セ ミパ ッケー ジ式)

送 電 出 力(定 格) 1,000kW

出 力 調 整 範 囲 0～100%

発 電 効 率 36%以 上
(送電端 ・HHV基 準,50%負 荷以 上 にお いて)

排 熱 回 収
回収 率:35%以 上(HHV基 準)

高温:7kg/cm2G蒸 気25%以 上
低 温:65℃ 以上 の温 水10%以 上

燃 料 都 市 ガス(13A)

寿 命 定格 出力点 にお い て4万 時 間以上

環 境 条 件
NOx
SOx

騒 音

10ppm以 下

0.1ppm以 下

55dB以 下(機 側3mに て)

設 置 寸 法 ・重 量
面 積
高 さ
重 量

0.08m2/kW以 内

3。5m以 内

1.5/m・ 以 下

輸 送 ・搬 入 単 位
(セ ミパ ッケー ジ)
の寸 法 ・重量

寸 法:幅3.2m× 長 さ6m× 高 さ3.2m以 内
重 量:25t以 下

表一9オ ンサイト用1MW級 燃料電池の主な概念設計結果

A社 B社

発 電 効 率
(送電端 ・定 格 時 ・HHV基 準)

36.8% 36.6%

熱 回 収 率
(定格時HHV基 準)

高 温 25.2% 26.3%

低 温 13.3% 13.0%

電 池 動 作 温 度/圧 力 207℃/常 圧 205℃/常 圧

セ ル ス タ ッ ク 数 2 2

設 置 寸 法
重 量

面 積 0.08m・/kW 0.08m・/kW

高 さ 3.5m以 内 3.Om以 内

重 量 1.1t/m・ 1.1t/m・

輸送 ・搬 入単 位 の寸 法 ・重量

輸 送 ・搬 入条件 を満 た
す6つ のセ ミパ ッケ ー
ジに分 割。

(改質器 ユニ ッ トの み高
さが3.5mと な り輸

送 時 に特 認が 必要)

輸 送 ・搬 入 条件 を満 た
す7つ の セ ミパ ッケー
ジに分 割。
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なお,概 念設計の結果は,い くつかの技術

開発課題の解決が前提 となってお り,そ の中

で特に重要なのは,改 質器のS/C比 の低減

(高温蒸気回収率向上のためのスチーム/カ

ーボン比の低減) ,セ ル特性の向上(コ ンパ ク

ト化 のためのセルの電流密度 向上 ・大面積

化),お よびセルスタックの耐久性向上等であ

るが(表 一10),こ れらの開発課題は,試 作機

の設計 ・製作 ・実証運転で解決の状況を確認

してい く予定 となっている。

表 一10主 な 技 術 開 発 課 題

項 目 内 容

改質器のS/C 改質 触 媒 の活性 向上 等 に よ り,燃 料 中の カー ボン量 に対 す る,燃

比の低減 料 の改 質(水 素 の 製造)に 必要 な スチー ム 量の割 合 を低 減 し,そ

の分外部へ出力できる高温蒸気の回収率を高める。

S/C低 減 目標 二3.2～3.5→2.5

セル特性の向上 セル単 体 の大 面積化,電 流密度 の 向上 に よ り,セ ル ス タ ッ ク全体

の コ ンパ ク ト化 を図 る。

大 面 積 化:3,000～4,000→8,000～10,000cm2

電 流密 度 の向上 二約200→250～300mA/cm2

セ ルス タ ッ クの 信 頼性 ・保 守 性 向上 の ため,セ ル の耐 久性 の実 績 向上 を図 る。

耐久性の向上
運 転 時 間 実 績:15,000→40,000Hr

なお,燃 料電池の設備費は,シ ステムの簡

素化 ・標準化等の技術開発や量産化効果によ

り,初期導入機 で約50万 円/kW,量 産化時の

商用機 で約25万 円/kWま でコス トダウンさ

れる見通 しが得 られている(図 一12)。

2.3経 済性 ・市場性の見通 し

燃料電池の導入が有望 な分野 ・業種(表 一

6,7参 照)毎 に,1MW級 コージェネレー シ

ョンシステムの導入が可能 と考えられる契約

電力2,000kW以 上の施設 を対象 として,燃 料

電池と競合システム(買 電系およびガスエン

ジン ・ガスター ビンコージェネレーションシ

ステム)の 設備費 ・運転経費等の経済性 を比

較 し,導 入が可能な業種 と潜在需要量が推定

されている。

図一13に 検討結果 を示すが,燃 料電池の初

期設備費が,24～25万 円/kWに なれば,病

院・ホテルや,規 模の大 きい(契 約電力3,000

kW以 上)事 務所・店舗,お よび産業用分野(有

望6業 種のみ考慮)へ の導入が可能 と考えら

れ,2000年 の時点で計約160万kWの 潜在需要

量が見込めると推定されている。 この値は導

入予想量ではな く,あ くまで も潜在需要の推

定量ではあるが,平 成2年6月 の電気事業審

議会需給部会中間報告で示された2000年 にお

ける自家用燃料電池の導入 目標(85万kW)の

約2倍 に相当す る量である。

経済性の試算についてはまだ概略評価の段

階であ り,今 後 さらに詳細な検討を加えてい

く必要があるが,概 念設計で得 られたコス ト

ダウンの見通 しからも考 え,オ ンサイ ト用1

MW級 リン酸型燃料電池の導入の見通 しは

有望 と言える。
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2.4今 後の開発について

オンサ イ ト用lMW級 リン酸型燃料電池

は前述のように,「リン酸型燃料電池発電技術

研究組合」により平成8年 度迄の予定で開発

が進められ ることになっている。

本燃料電池は,地 球環境問題やエネルギー

需給の逼迫,お よびエネルギー需要規模の大

型化傾 向といった,最 近のエネルギー事情に

適合するエネルギー システムとして,そ の開

発に大 きな期待が寄せ られている。

これまで開発が進められてきたオンサイ ト

用燃料電池が50～200kWの 小容量 システム

中心であったため,大 型化技術,セ ミバ ッケ

ージ化や コンパ クト化技術など新たな技術開

発が必要 とされ るが,開 発が成功すれば,発

電容量の大 きさや,高 温蒸気の出力の多さ等,

従来にない特徴によりこれまで燃料電池の導

入対象として考 えられていなかった多くの業

務用さらには産業用分野の需要家にも燃料電

池が普及 し,環 境問題 ・エネルギー問題に貢

献 しうるもの と考 えられる。今年度か ら始ま

る本燃料電池の開発に期待 したい。

IV.お わ り に

リン酸型燃料電池の開発動向として,電 気

事業用およびオンサイ ト用 リン酸型燃料電池

の開発経緯 と,今 後の開発見通 しを中心に紹

介 した。

昨今のエネルギー事情 と地球環境問題に よ

り,高 効率かつクリーンな新エネルギーシス

テムが求め られる中,国 ・民間の開発努力に

より実用化が目前に迫った リン酸型燃料電池

は,新 エネルギーシステムの トップバ ッター

として市場へ本格導入され ようとしている。

安定 した量産化技術の構築による信頼性向

上 ・低 コス ト化,導 入促進のための助成措置

等,リ ン酸型燃料電池の普及実現のための一

層の技術開発,環 境整備を期待 したい。(まつ

ば あきら 主任研究員 かが じょう とし

まさ 主任研究員)
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自動 車 安 全 規 制 と電 気 自動 車
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近年,大 都市における自動車のNOx問 題悪化の懸念に加 え,地球環境問題への関心の高 まり,

湾岸戦争を契機 とするエネルギーセキュ リティへの認識の増大等により,電 気自動車の開発普

及活動が,わ が国のみならず世界的にも活発化する傾向にあるように思われる。

当研究所の 「自動車の未来研究 グループ」は,去 る(平 成3年)4月25日 に 「電気 自動車の

技術開発に関する勉強会」を開催 し,そ の現状等について推進当事者の方々から紹介 していた

だいた。 その際,運 輸省の宮嵜 自動車公害対策室長か ら電気自動車のオンロー ド使用に当たっ

ての自動車安全規制上の手続 き,基 準等のほか,今 後の問題点につ いての体系的かつ簡明なお

話を伺 うことがで きた。これ らは,今 後の電気 自動車の開発普及 を進める上で極めて重要なポ

イン トであり,同 室長の了解 を頂いてその講演内容を編集 して掲載することとした。

私に与えられましたのは 「自動車の安全規

制 と電気自動車」 というテーマです。電気 自

動車はだんだん注 目を浴びてきているのです

が,こ の過程で安全規制 というものが電気自

動車に対 してどういう関係を持 っているか。

ここが特に関係者の最近注 目しているところ

ではないか。それで,こ ういう演題 をいただ

いたのではないか と思います。

私 自身は自動車公害対策室長 として,運 輸

省の中で自動車 の公害規制 を担 当していま

す。安全規制につ きましては別に担当部局が

あるわけですが,か つて安全規制 も担当 した

ことがございますので,一 応お話はできるの

ではないか と思います。また電気 自動車 とい

うものの最近の様子も知っているということ

で,こ ういうテーマについてお話を申し上げ

たいと思います。

総合研究開発機構か ら公刊されたエネルギ

ー総合工学研究所の報告書の中に運輸省関係

の記述で,「現在,自 動車のナンバー登録 は,

ガソリン自動車をべ一ス とした道路運送車両

法などの関連法規に規定されていて,必 ずし

も電気 自動車に適 したもの となっていない。

そこで将来,抜 本的な見直 しなどが必要 とな

るだろう。」といった問題提起がさらっと書い

てあるわけです。私 どもがこれを見ます と,

どういうことをお考えになっているのかちょ

っとわか らない というのが率直な印象です。

現在の 自動車関係法規は電気 自動車 も包摂す

る恰好で規定 してございます し,ど ういうよ

うなことを皆さんがお考えなのかはっきりし

ません。おそらくこれは 自動車関係の法規 と
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「

か,安 全規制 といったものを,あ まりご存 じ

ない状態で,こ ういうコメン トをされている

のではないかとい う気 もいたしますので,そ

のへんの ところを,き ょうはお話 し申し上げ

て,ま た皆さん方のご要望 を聞かせていただ

ければ,お 互いの認識の違いを修正できるの

ではないか と思 うわけです。前置きが長 くな

りましたが,お 手 もとの別添資料に従 って説

明 をさせ て頂 きます。

まず「低公害車の条件 と電気 自動車の意義」

とい うこ とでお話 を申し上 げたい と思いま

す。低公害車の必要3条 件 とあ りますが,こ

れは運輸省の方で,い ままで私 どもが こうい

う考 え方でまとめているものです。低公害車

である以上,当 然ですが低公害性であること

が必要 です。そ して省エネ,石 油代替エネル

ギー性 ということでございます。さらに地球

温暖化防止の観点か ら低温室効果ガス性が必

要です。これが低公害車の必要3条 件なので

すが,特 に最近,低 公害車 としていろいろ出

てきているものを見 ると,自 動車の用途に見

合 った性能 とい うのがこれから非常に重要に

なって くるのではないか という印象 を持 ちま

す。 この利便性 ということは自動車にとって

の大前提になるものだ と思いますが,特 に電

気 自動車の場合 に必要 な条件ではないか とい

うことで,あ えて付け加 えてあ ります。

具体的に申し上げます と,電 気 自動車の場

合に自動車 としての基本的な性能お よび安全

性の2点 を今後考えていただ くべ きではない

か と思 うわけです。電気 自動車につ きまして

は,運 輸省 といたしましても,低 公害車の非

常に有力な車種だ と考 えています。特に小さ

なものであれば,相 当な用途が期待できるの

ではないか と思っているわけです。そういう

観点から,例 えば二輪車 とか三輪車なども研

究開発をされてお りますが,そ のための,い

ろいろな法令等の整備 もしてい く必要がある

と考えてお ります。 また,ハ イブ リッド自動

車 とい うものもございますが,こ れ も広い意

味での電気 自動車の1つ である とい うこと

で,今 後,電 気自動車が実用化 される過程の

中で,あ る意味でのつなぎにな り,ま た電気

自動車が,広 く実用化する場合の促進剤の1

つになるのではないかと考えます。そういう

意味で,こ のハ イブリッ ド自動車につ きまし

ても,今 後行政の施策 を広 く展開 してい く必

要があると思 っております。

電気自動車につ きましては冒頭申し上げま

したように,自 動車の一種 として整理 をして

お りまして,基 本的にも自動車の大 きさとか

出力に応 じて,例 えば普通 自動車 とか小型自

動車 といった整理をしているわけです。内燃

機関を有す るものにつ きましては,一 般的に

は原動機の出力などを制度上の区分 として使

用 してお ります。 しかし,電 気 自動車の場合

には主に大 きさのみが区分の対象になってい

ます。他に速度なども自動車の分類上,非 常

に大きな要素 でございますが,電 気 自動車に

ついては,大 きさのみで整理 されるのが現在

の状況か と思います。

また,原 動機付 自転車でございますが,こ

れにつ きましては原動機の出力などにつきま

して,内 燃機関 とは別に,特 別の区分 を設定

してお ります。例えば,第1種 の原付 自転車

では0.6キ ロワット以下,原 付の2種 では1.0

キロワット以下 ということで区分 を設定 して

お ります。

それでは2番 目のテーマに入 りまして,「自

動車関係法規の体系」 ということでお話 を申
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し上げたいと思います(図 一1参 照)。 自動車

の安全公害に関す る法規 というものを体系的

に整理 します と,自動車の構造につきまして,

あるいは装置 も含むわけですが,主 に4つ の

法規が ございます。安全の確保 につ きまして

は,専 ら道路運送車両法で規定 し,施 行す る

自動車関係諸法規の体系

自動車交通の安全の確保,公 害防止,

という形になってお ります。公害の観点では

道路運送車両法,大 気汚染防止法,騒 音規制

法といった形で環境庁 と共に私 どもが所管を

してお ります。その他,省 エネ法などもござ

いますが,こ れ も運輸省,通 産省がその実施

に当たっています。

交 通事 故被 害者 救済,資 源 の有効 利用 を

図 るため,各 法律 が下 図 の通 り自動 車 の構 造 ・装置 に 関す る もの,人(運 転 者,

歩行 者)に 関 す る もの,道 路 に関 す る ものに分 け て定 め られて い る。

〔自動車関係諸法規〕 〔所轄官庁〕

自動車交通 の安

全の確保,公 害

防止,交 通事故

被害者救済等

運転者

歩行者等

安全の確保 一 道路運送車両法

大気汚染防止法

騒音規制法

省エネルギー一 エネルギーの使用の

合理化に関す る法律

交通関係『[灘 擁

事故被害者一 自動車損害賠償保障法
救済

{
阻嬉

運輸省

(地域交通局)

環境庁

(大気保全局)

警察庁

(交通局)

道路施設の建設 と改善 一 道路法

通産省

(機械情報産業局)

建設省

(道路局)

図一1自 動車関係諸法規と所轄官庁の体系図

特に安全規制を考える場合に忘れてならな

いのは道路交通法でございまして,実 際に電

気 自動車の開発等 を行 う場合には,必 ず行 き

当たるのがこの点か と思います。基本的には

道路運送車両法が まず守るべ き法律ですけれ

ども,例 えば,道 路交通法の場合には交通方

法から見た自動車の構造,装 置 ということで

車種区分などにつ きまして,独 自のものがご

ざいます。そのため単に道路運送車両法を満

たせばよい ということではない ということが

ございます。具体的に申します と,例 えば自

転車 とか二輪車といったものにつ きましては

道路交通法 と道路運送車両法ではちょっと考

え方が違っていると思います。そこでこうい

った点について も見ていただ く必要があると

いうことを念頭に止めていただきたいと思い

ます。

次に道路運送車両法の体系 とい うことでお

話を申しあげたいと思います(図2参 照)。 中

には専門の方 もい らっ しゃるか と思います

が,開 発 を担当していらっしゃる方にとりま

しては,あ まり車両法 というのは馴染みがな
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函 團 亘 國
道路運送車両法一一 一一道路運送車両法施行令一 道路運送車両法施行規則

第1章 総則(第1条 ～第3条)

第2糠 繍 ・条)一[墜 墾竺1麟 慧劉
び鰍 関す.

申請等の様式等を定める省令

第3章 道路運送車両の保安基準 道路運送車両 道路運送車両の保安一新型自動車一新型自動車の
(第40条～第46条)の 保安基準 基準に係 る技術基準 の審査基準 試験方法

第4欄 驚 繋 備一一[二 離 塞慧

育旨検定規貝,自 動轍 業務等辮 領

第5章 道路運 送車両の検
(第58条 ～第76条)

第5章 の2 軽 自動 車検査協会

(第76条 の2～ 第76条 の4)

自動車型式指
定規則

軽自動車検査協
会に関する省令

第6章 自動車 の整備 事業一一一一 一一一一一 一一一一一!憂良 自動車整備事業 者認定規則(
第77条 ～第96条)指 定 自動車整備事業規 則

第7章 雑 則 道路運送車両法関 係手数料令

第8章 罰 則

輸入車特別
取扱要領

輸入自動車に
係る予備審査
実施要領

外国自動車試
験機関による
試験結果の活
用に関する実
施要領

図一2道 路 運 送 車 両 法 の 体 系

い法律か と思います。駆け足でお話 を申し上

げますが,こ の車両法 というのは基本的には

自動車の登録,そ れか ら基準,整 備,検 査 と

4つ の内容が主に盛 り込 まれてお りまして,

登録 というのはナンバープレー トの関係の規

定でございます。道路運送車両の保安基準 と

いうのが,後 ほど詳 しく御説明いたしますけ

れ ども,自 動車の基準に関 しての大本 となっ

ている規定でございます。それか ら整備の関

係でございますが,こ れは自動車の点検整備,

あるいは整備の要員 ということで,整 備士 と

かあるいは整備の技能の関係 といったものを

規制 した内容です。昔は3級 電気 自動車電機

整備士 という制度がございました。昭和26年

く らい に は,そ うい っ た制 度 が ご ざ い ま し て,

昔電気 自動車が広 く使われていた時期には電

気 自動車電機整備士 とい うものが制度化 され

ていたわけですが,現 在で も自動車電気装置

整備士 ということで,こ れは特殊整備士 とい

うように私 どもは言ってお りますけ ども,今

後電気 自動車などが広 く使われるようになっ

た場合には,こ の自動車電気装置整備士 とい

う資格を持 った人が,点 検 ・整備に当たるよ

うになるのではないか と思います。現在 この

試験においては電気自動車についてあまり詳

しく試験 をやってお りませんが,今 後検討さ

れることになるのではないか と思 う次第で

す。それから検査ですが,型 式指定 と新規検

査,継 続検査,こ れはいわゆる車検のことで

す が,こ う い っ た もの が あ ります 。 新 車 につ

きましては,特 に大量に作 られるものは型式

指定 を取得 していただくことにな ります。こ

のほかに個別に1台 ごとに検査をす るという

制度による場合 もあ ります。実際に使用され

て か ら,3年 とか,2年 ご とに 定 期 的 に検 査

を受けていただ くのが車検であ ります。
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次に安全公害基準の体系について御説明申

し上げます。道路運送法車両の保安基準 とい

うのは運輸省令で決めてあるわけでございま

すが,図 一2の 第3章 の保安基準のところを

ずっと右に見ていただきます と,道 路運送車

両の保安基準に係わる技術基準 というのが ご

ざいます。通称,私 どもが技術基準 と申して

いるのですが,地 域交通局長通達で決まって

います。 この技術基準 というのはどういう内

容か と申します と,保 安基準では比較的抽象

的な規定になっているものですか ら,そ の内

容を条文 ごとにさらに詳 しく解釈 をしてどの

ような試験方法で行った場合 にどういう基準

を満たさなければならないかなどについて具

体的にこれを決めたものです。さらに,そ の

右に新型自動車の審査基準がございますが,

通称 これ も審査基準 と呼んでお り,新 型自動

車の型式指定な り新型 自動車の届出をす ると

いった場合に,そ の実施基準などに照 らして

どのように審査をす るか,そ の基準を決めた

ものです。その具体的な試験方法につ きまし

ては,さ らにその右の新型 自動車の試験方法

があ りまして,こ れは通常英語で頭文字 をと

りまして『トライアス』(TRIAS)と 呼んでい

ます。これが具体的に試験 をする細かい実施

方法を決めた ものです。その他に途中から自

動車検査業務等実施要領 というような枝が分

かれているか と思いますが,こ れに!?き まし

ては自動車の検査の基準でして,検 査基準 と

申していますが,継 続検査,い わゆる車検の

ときだけではな くて,新 規検査,新 しく登録

す るときに もこれが適用 され るとい う意味

で,基 準 として適用されているとい うことで

ございます。それか ら今 申し上げましたのは,

ほとんど基幹的な基準ですが,そ れ以外に運

輸省 として指導的な基準 というものがあ りま

す。 これは非常に多岐にわたってお りますの

で,1つ1つ 申し上げることが出来ないので

すが,法 規によるものではございませんが,

運輸省 としてこういったものが望ましいとい

うことで指導的な通達 によって指導 している

とい う基準であります。それ以外に業界の自

主基準 と申しまして,例 えば日本 自動車工業

会 とか,あ るいは日本 自動車車体工業会,そ

ういった業界団体が自主的な基準 として決め

ているもの もあります。こういったもの も,

その効力においては指導基準に準ずるもので

あり,そ れ らが安全公害基準体系 を作ってい

ます。

今 まで基準のお話をしましたが,今 度は自

動車の審査,検 査制度の手続 きはどうなって

いるかについてお話申し上げます。大 きく分

けて,「型式指定制度」「新型届出制度」「改造

自動車制度」 といったところが,今 後電気 自

動車の場合に特に知ってお くべ き制度か と思

います。図一3を ご覧になればそこに概ね違

いがわかるように各制度の相違が書いてあ り

ます。一番上の型式指定制度はどういうもの

かと申しますと,自 動車メーカーなり輸入デ

ィーラーが運輸省に申請をいたしまして,運

輸省の交通安全公害研究所,通 称,交 通研 と

呼んでいますが,こ こでサンプル車の現車の

審査を行います。 これはいわゆるタイプテス

トというような試験で して,代 表車について

詳細な試験を,技 術基準あるいは審査基準や

TRIASな どに基づいて行 っています。その結

果が適当であれば運輸大臣が型式指定 をいた

しまして,自 動車メーカーな り輸入ディーラ

ーが均一性を保証するということで,1台1

台の最終的な検査 というものは自動車メーカ
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一なりに任せるとい う形になっています。そ

の結果,陸 運支局な どで検査 を受けるときに

は完成検査証 とい う書面だけを出していただ

ければよろしいとい うことで,現 車の検査は

1型 式指定制度(法75条,法59条)

自動車 メー カー
輸入デ ィー ラー 運輸大 臣 運輸大臣

省略 してよろしいという制度になっているわ

けです。今の ところ電気 自動車で型式指定 を

使用 している型式はありませ ん。

型式指定申請

自動車 メー カー
輸入デ ィー ラー

型式 審査
・書 面審査
・サ ンプル車審査
・製 品均 一性の確保

体制 の審査

自動車使用者

型式指定

運輸大臣
(陸運支局)

指定自動車の
完成検査

新規検査申請 新規検査

運輸大臣

確
す

の
関

性
に

一
等

均
制
督

品
体
監

製
保
る

II自 動車の新規 検査 に関する制度(型 式指定制度 を除 く)(法59条)

自動車 メー カー
輸入 デ ィー ラー 運輸大 臣

新型届出 新型自動車届出

自動車使用者

(現車呈示 省略)
(法59条4項)

型式につい ての審査
・書面審査
・サ ンプル審査

運輸大臣
(陸運支局)

新規検査申請

(審査結果)

輸 入 車
特別取扱制度

自動車 メー カー
輸 入デ ィー ラー 運輸 大臣

新規検査

輸入車特別取
扱届出

(届出済書)

自動車使用者

現車呈示又は国
の検査官による
ディーラー工場
への出張検査

運輸大臣
(陸運支局)

書面審査 新規検査申請

自動車使用者

新規検査申請

新規検査

現車呈示 又は国の検
査官に よるデ ィー ラ
　工場へ の出張検査

運輸大 臣
(陸運支局)

個 人 等 新規検査

新

規

登

録

(法4条〉

(現車呈示)

図 一3自 動 車 の審査 ・検 査 ・登 録 に係 る手 続の 流れ

次の,よ り簡単な制度 といたしましては,

新型届出制度 とい うのがあ ります。これにつ

きましては,自 動車 メーカーな りが運輸省に

対 して型式についての審査 を依頼 いた しま

す。交通研でサンプル車の現車審査を行 うと

ころは型式指定 と同じです。その審査 した結

果につ きましては,あ らか じめ陸運支局 など

に全て書類等を配付 をいたしますので,実 際

の自動車につきましては陸運支局に持ってい

って現車検査 を受ける必要があるのですが,

詳 しい事前の審査は終ってお りますので,こ

れは主に資料 との突 き合わせで済む というこ

とで,非 常に短時間に終了するものでござい

ます。型式指定の場合 としては,国 産の乗用

車や外車の乗用車 もあ ります し,小 型 トラッ

クなどで も利用 されています。新型届出の場

合 としては,大 型の トラックだ とか,あ るい

はバスなどが主にこの制度にのって流れてい

ます。

もう一つ改造自動車の制度 というのがあり

ます。いままで申し上げた2つ の制度では運

輸省の交通研が行 う審査によっているのに対
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しまして,図 一4に 示 したように標準車を改

造 して登録するということを念頭においた制

度です。標準車の場合には左 に書いてありま

す ように,生 産されて販売 され,そ して先ほ

ど説明 しました型式指定又は新型届出で事前

に審査が された上で陸運支局で登録 され るわ

けですが,そ れに対 しまして改造車の場合に

はユーザーから販売店に対 して改造の要請が

あ りまして,そ の依頼を受けて改造 をす ると

いうことになります。その際,こ れは通常事

前に というケースが多いわけですが,陸 運局

(今でいう運輸局)に 審査 を依頼 します。そ

して書面で保安基準適合性につ きまして,予

め確認 をして もらうということで運輸局では

改造申請資料の事前審査が行われます。それ

を受けて,こ の審査結果に基づいて陸運支局

ではその改造申請資料 を用いて現車の審査 を

行 うという形でございます。 これまで電気自

動車につ きましては,そ のほ とん どがガソリ

ン車の改造 という形で製造 されるということ

で,実 際には改造 自動車制度によって登録 さ

れていたのが実態か と思います。今後はいろ

いろな方法が考えられますが,台 数が増えて

くれば新型届出制度なり,型 式指定制度なり

の使用 とい うの も考 えていただ く必要がある

のではないか と考 えています。

〔標 準 車〕

生 産

販 売

審査情報 検 査

登 録

自 動 車 製 作 者

(メーカー)

自 動 車 販 売 者

(ディー ラー)

改造 自動車施行事業者

陸 運 支 局

〔改

生 産

販 売

造

〔改造依 頼〕

車〕

〔改
造
要
請
〕

改 造 申 請

自動車使用者

(ユーザー)

改 造

〔改造 自動車審査

結果通知〕

審 査

保安基準適合性

(構造 ・装置 ・性能)

〔審査結果〕

検 査

登 録

図一4改 造 自 動 車 審 査 の 流 れ

それからその他の制度について申し上げま

す と,運 輸大臣による試作 自動車,試 験 自動

車制度 というのがあ ります。 これは保安基準

の中で定め られた制度で して,保 安基準の56

条第4項 に,構 造装置につ きましての基準の

改善に資す るために必要 と運輸大臣が認定 し

たものは保安上お よび公害防止上必要な制限

を付加するということで保安基準の全ての条

件に適応 しないでも路上運行が許 される場合

があ ります。 これまでメタノール車 とかハイ

ブ リッ ド車 とい うようなものは,こ の制度に

よって検査,登 録 をし,あ るいはしようとし

ているわけです。ある意味で特殊 な制度でし

て,台 数がた くさん出るということではな く
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て,基 準 を定めるまでの間,こ ういった制度

によって,と りあえず試験的な運行が行 える

とい う制度でございます。その他 にご参考ま

でに申し上げます と,輸 入車の特別取扱制度

として輸入車に対 しては,台 数が少ない とい

うことも考 えまして,簡 素化 した特別な制度

を採用 しています。

また図一3に なりますが,携 帯輸入車ある

いは,並 行輸入車などの場合の検査につ きま

しては,こ れは1台 ごとであるとい うことで,

個別に自動車の資料,あ るいは内容に応 じた

検査 を行っています。 しか し大変な手間が掛

表一1道 路 運 送 車 両 の 保 安 基 準

道路運送車両法においては,自 動車はその構造 ・装置が保安上の技術基準に適合していなければ運行

されないとされており,こ れは 「道路運送車両の保安基準」として定められている。

保安基準の安全規制項目の体系図

安 全 規 制 項 目 具 体 的 要 件 例 保安基準

1事故回避 1.視 認特 性 一(1)視 界 ①窓ガラス 第29条

② ワ イパ ー,ウ ォ ッ シ ャー シ ス テ ム 45

③ デ フロ スタ 45

④後写鏡 44

⑤ 直前 直左 ミラー 44

⑥前照灯 32

⑦補助前照灯 33

⑧側方照射灯 33の2

一(2)被視 認性 ①車幅灯 34

②尾灯 37

③駐車灯 37の2

④後部反射器 38

⑤非常点滅表示灯 41の3

⑥非常信号用具 43の2

⑦警告反射版 43の3

⑧ リア ・フ ォ グ ラ ン プ 37の2

⑨側方灯又は側方反射器 35の2

一(3)防 眩 等 ①前照灯 32

②補助前照灯 33

③灯光の色等の制限 42

一2 .情 報 伝 達 ①警音器 43

②方向指示器 41

③制動灯 39

④後退灯 40

⑤速度表示装置 48の3

一3 .運転特 性 一一(1)操縦 性安 定 性 ①最大安定傾斜角度 5

②最低地上高 3

③最小回転半径 6

一(2)タ イヤ ①タイヤ 9

一(3)ブ レー キ
① ブ レー キ性 能 12・13

② ブ レー キ液 12

①ブレーキ液漏れ警報 12　 怨灘
① コン トロー ル類の 配 置,識 別 10

運転環境 ①運転者席 20～22
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安 全 規 制 項 目 具 体 的 要 件 例 保安基準

皿被害 軽減 一1.乗 貝保護 一(1)乗 員拘束 装 置 ①座席ベル ト 22の3

対策 ②座席ベル ト取付装置 22の3

③ チ ャイル ドレス トレイン ト 22の5

一(2)室内衝 撃 保護 ①衝撃吸収ハンドル 11

② イ ンス トル メン ト ・パ ネル の衝撃 吸収 20

③ シー トバ ック後 面 の衝撃 吸収 22

④ ヘ ッ ドレス ト 22の4

⑤サンバイザの衝撃吸収 45

⑥車室内後写鏡の衝撃吸収 44

⑦座席取付強度 22

一2
.車 体 一(1)車 体 ① ドア開放防止 25

②通路 23

③非常口 26

一(2)ガ ラ ス
①安全ガラス 29

一(3)車両 損傷 防 止 ①突入防止装置 18の2

一3 .歩行 者保 護 ①巻き込み防止装置 18の2

②車体外突起物 18

③車体外後写鏡の衝撃緩和 44

④回転部分の突出禁止 18

皿火災防止対策 ①衝突時の燃料漏れ防止 15

IVそ の 他 ① 車 両諸 元等(長 さ・幅 ・高 さ,車 両 総 重 2,4,

量,軸 重 ・輪荷 重,接 地 部 ・接地圧) 4の2,7

②速度計 46

③運行記録計 48の2

④消火器 47

⑤番号灯 36

⑥施錠装置 11の2

か るということにな ります。

「安全基準の体系」を表一1に 示 していま

す。 自動車の安全基準が どういうような内容

になっているのか とい うと,大 きく分けて,

事故回避対策,被 害軽減対策,火 災防止対策,

そしてその他の項 目という具合に,大 きく3

つあるいは4つ に分かれています。1番 目は

いかに して事故を避けるかとい う観点の対策

でして,そ の中身といたしましては自動車が

よく見えるようにとか,あ るいは周囲の交通

状 況 を よ く確 認 で き る よ うに,あ る い は 運 転

しや す い よ う に とか,よ く止 まれ る よ うに と

い っ た,そ う い っ た種 類 の 項 目が 入 っ て い ま

す 。 まず 第 一 に は 『視 認 特 性 』 と い うこ とで

す が,こ の 中 に は視 界 とい うの が あ り ます 。

ど うい う と こ ろ が 見 え る か と い う こ と で す

が,こ の 中 で 電 気 自動 車 に特 に 関 係 す る項 目

とい た し ま して は,窓 ガ ラ スが あ ります 。 非

常 に 軽 量 化 し た い とい う こ とで,プ ラ ス チ ッ

クな ど を使 い た い とい う よ うな要 望 が 時 々 出
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て くるのですが,こ れにつ きましては窓ガラ

スの歪みという観点から,プ ラスチックなど

の前面 とか側面 とか視界に関係するところは

制限されています。 しか し使 えないとい うわ

けではあ りませんで,一 定の基準さえ満たせ

ば,使 うことができます。電気自動車で問題

になるデフロスタ とい うのがあります。これ

は曇 り止めでして,雨 の日など前面の視界が

曇って くるのを防止するため,通 常はヒー タ

ーで熱風 を当てることによって露 を取るわけ

ですが,そ のために電力を消費す るとい うこ

とです。電気 自動車にとってはなかなか難 し

い要件の1つ であろうと思います。いまの と

ころデフロスタにつ きましては,特 にこれ と

いった詳細な規定はございませんで,デ フロ

スタというものがついているということが一

応の要件になっています。 その他照明灯火,

いわゆる前方 を照らすヘ ッ ドライ トとか,あ

るいはフォグライ ト,そ ういった照明灯火に

ついて視界の観点を中心に考えます。

それから 『被視認性』 と申しまして,ど の

ように周 りか ちよく見てもらえるか というこ

となのですが,例 えばテールランプ とか,あ

るいは車幅 を示す ポジショニ ングランプ と

か,そ ういったものが信号灯火 としてあ りま

す。それか ら防眩 ということですが,こ れは

照明灯火など,例 えばヘ ッ ドランプなど,そ

れが明るす ぎないようにとか,あ るいは色な

どが紛 らわしくないように とか,そ ういう意

味あいの規定が一部あ ります。後は情報伝達

ということで,タ ーンシグナルといった信号

灯火です。それか ら警報機能 といたしまして,

周囲にホーンを鳴らす警音器の基準があ りま

す。

運転性の方に移 りますが,操 縦 性,安 定性,

あるいはタイヤ,ブ レーキ,こ ういったとこ

ろが運転特性の中に入っています。ブレーキ

につきましては,電 気自動車の場合,回 生ブ

レーキということが考 えられると思 うのです

が,こ の回生ブレー キの場合,果 たしてブレ

ー キランプを付けた方がいいのかどうか。そ

ういった点も今後基準の中で検討 してい く必

要があるのではないか という感 じはしていま

す。今大型車の リター ダブ レーキについて,

いわゆる排気ブレー キのランプを付けるべ き

ではないかということを運輸技術審議会 とい

うところで検討 しています。 こういった検討

結果 も参考に して電気 自動車の回生ブレーキ

についてはどういうように扱ってい くか,こ

ういったこともいずれ決まって くるのではな

いか と思います。

『被害軽減対策』になりますけれ ども,こ

れは社会的な基準項目ということですが,一

番皆さん方に とっては難 しい部分か と思いま

す。表中に星印を打ってあるのが技術基準の

制定項 目であることを示 しています。技術基

準が制定 してあるということは,破 壊的な検

査 であった り,何 らかの装置が必要な検査で

あって,そ れにより一定の基準を満た してい

ることを確認す るためには手間が掛か ります

ということで星 を打っておいたというように

ご理解いただ きたい と思います。

その被害軽減対策 の中身 といた しまして

は,乗 員 と歩行者の保護 と,大 き く2つ に分

かれているわけですが,乗 員の方 とい うこと

で申し上げます と,乗 員の拘束装置とい うこ

とで,シ ー トベル ト,あ るいはシー トベル ト

の取付装置についての規制があります。これ

らにつ きましては,細 かい基準を決めてあり

ます。大雑抱にいって しまえば30Gと いった

一53一



レベルの衝撃に耐えるということが必要にな

っています。室内の衝撃保護 というのは衝撃

吸収ハ ン ドルとい うことで,乗 員が車内でハ

ン ドルに衝突することがよくあ りますが,そ

の際の衝撃 をどれ くらい小さく抑 えうるかと

いうことを規制 しています。またインス トル

メン トパネルに対 しては助手席の乗員が衝突

時にぶつか るわけですが,こ れも過度の衝撃

が出ないように ということになっています。

シー トバ ックの後面については,後 席に座 っ

ている乗員が前の座席の後ろにぶつか った場

合の衝撃 を抑制す るよう規定 しています。こ

ういった3つ は大体速度25キ ロくらいで,頭

部の模型だ とかボディーブロックといったも

のをぶつけて一定の衝撃以下であることを確

認するという試験 を行 っています。以下一つ

一つは申し上げませんが,ヘ ッ ドレス トなり

サンバイザーなり車室内後鏡,座 席取付強度

といったもの も同じ考え方で出来ています。

ただ,も のによりましては20Gだ った り30G

だったりの違いはあ ります。特に例えば,プ

ラスチックのボディーなどを使います と,場

合によってはクリアーするこ とが困難になる

場合 も考 えられるわけです。

歩行者保護 ということでは,外 に付けてあ

ります ドア ミラーなりが衝撃緩和 をする性能

を持 っています。回転部分の突出禁止 という

の もあ ります。今,電 気 自動車でホイルモー

ターが注 目されていますけれども,一 部の自

動車にはホイルモーターが外に出ている例が

みられますが,そ れはできるだけボディーの

内側に入れるということです。 この項 目は長

い間こういう形でやってきています。ホイル

モーターを設計される場合 にはそういった点

も1つ 注意 していただければ と思います。

検討中の項 目として正面衝突の乗員保護 と

側面衝突の乗員保護 というのがあります。こ

れにつ きましては現在,国 際的な検討の場で

検討が進んでいまして,こ れに使用するダ ミ

ーをどうい うものにするかとい うことを今 日

米欧で検 討会議 を設けてや っているわけで

す。現在の見通 しとしては,これについて近々

す ぐに という話にはならないでしょう。

現在の ところ衝突 を想定 した基準 として

は,次 の 『火災防止対策』 としてあげられて

いる衝突時の燃料漏れ防止の基準 とい うのが

あります。 これは前面 と後面で衝突させるわ

けですが,前 面につ きましては50km/h,軽 自

動車の場合には40km/h,後 面につきましては

35か ら38km/hで す。電気 自動車の場合,衝 突

時 といえども燃料が漏れるということはあ り

ません。 したがって,現 在の ところその規定

は適用されていないとご理解いただいてよろ

しいか と思います。

その他,い ろいろ規制が決 まっています。

ここで申し上げておきたいのですが,な ぜ被

害軽減対策 というものが決め られているかと

いうことなのです。一部の考え方 として,自

動車 というのは安ければ,そ れなりに多少安

全性が劣 っていいのではないか。あるいは,

社会的要請にこたえる車はもう少 し安全基準

は低 くてもいいのではないかという考え方が

あるのではないか と思 うのです。この被害軽

減対策については昭和47年 から基準に取 り入

れ始め まして,47,48年 にさらに大幅な整備

が行なわれたわけです。主にアメリカの安全

基準であるFMVSSの 考 え方を大幅に取 り

入れてお ります。従来の事故回避型の対策だ

けでは棺桶型の事故が どんどん増えてきてお

り,最 近ではそれが加速 されているというこ
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とで,一 昨年,昨 年 と安全基準の整備 に対す

る社会の要請が高まってまい りました。被害

軽減対策はこうした棺桶型の事故対策 という

観点から出てきています。非常に乱暴な言い

方をしてしまいます と,国 民の皆 さんは,自

分達は普段衝突もしないのに,ベ ル トなり,

そういったものに何故お金 を払わな くてはい

けないのか と思 うで しょうが,そ れは,勝 手

に怪我 をされては困るという考え方でありま

す。怪我をいたします と,そ れな りに病院な

ども作 らなければいけません し,健 康保険費

用なども掛か ります。また,そ ういったこと

に よって交通渋滞 なども発生 をする とい っ

た,い ろいろな考 え方か ら,人 命尊重 という

ことは当然あるわけですが,出 来 るだけ被害

を軽減するということについて,相 当のコス

ト負担を国民の皆さんに甘受 していただ くべ

きだとい う考え方か ら出ていると思います。

逆にこういった基準 とい うのは,ど ういう

自動車でもすべて同 じように規定 されている

か という疑問があるか と思います。 これにつ

いては,現 在の基準の中ではい くつかの例外

措置,適 用除外が与えられている車種などが

あります。現在の基準では,例 えば時速が20

キロ以下の 自動車については衝突関係の規定

は適用が除外 されています。これは,非常に低

速で走行するということで,そ の使用の態様

か ら考 えて,そ ういった被害軽減対策は適用

しな くてよいだろうという考え方です。 もう

一つ ございますのは,例 えば35キ ロ以下で走

行す る大型の特殊 自動車,こ れについてもご

く一部の項 目でございますが基準の適用が除

外されています。今はあまりそういった規制

がな くなってお りますので,軽 自動車につい

て は,最 高速度の制 限速度が,例 えば80km/h

以下 ということもあ りまして,一 般の自動車

の最高速度100km/hに 比べ ます と,速 度が低

い ということで,軽 自動車の場合には,例 え

ばウィン ドウォッシャー などはいらない と

か,い ろいろ規制が免除されていたもの もか

つてございました。しか し,事 故の実態など

を私どもが継続的に昭和47年 から調査 をして

いまして,そ の結果か ら,や は り軽 自動車で

あろうとも一定の危険性があるという考 え方

で,最 近は軽 自動車につ きまして も,除 々に

一般の 自動車 と同じ安全性 を求めるとい う方

向に基準は進化 してきています。

最後の項目で電気自動車の普及のために運

輸省 としてどういうことをや ろうとしている

か とい うこ とをお話 申 し上げたい と思いま

す。主に三つ考えてお りまして,一 つは制度

面の方策 ということで,運 輸大臣認定の試験

自動車 ・試作 自動車制度 という制度があるわ

けですが,こ れにつきましては,い ろいろこ

れか ら新 しい種類の自動車なども出て参 りま

すので,現 在の基準では走 ることは出来ない

と思われるようなものに適用され ます。その

他 いろいろ考えられるわけですが,こ のへん

は皆さん方のお考 えを今後お聞かせいただき

なが ら,制 度的にもいろいろ努力をしていき

たい と考えています。2点 目は安全基準関係

の整備 ということですが,こ こでは既存の基

準にないような項目を上げてあります。一つ

は充電時にガスが出ることから防爆対策があ

ります。電気装置関係の基準がすでに保安基

準にあります。昔の電気 自動車についての基

準であり,非 常に緩い基準になっています。

こういった点,高 性能の電池は急速充電など

もされますので,基 準見直をしてい く必要が

あるだろうと考えています。 また,大 電力を
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使用するとい う自動車もだんだん出てきてい

まして,高 電圧化,あ るいは高電流化すると

いうもの も考 えられます。また急速充電など

とい う場合には当然大電流が流れることにな

り,そ ういったものに対 しても,今 後何 らか

の基準整備が必要ではないか と思います。バ

ッテリー上が り時対策 というものを書いてお

きましたが,普 通の自動車の場合,踏 切 内や

交差点の中で止まってしまう場合 にはスター

ターモー ターを回すことによって,移 動 を可

能にしてお り,そ うい う教習なども自動車教

習の際に行 っているわけです。電気 自動車の

場合 もこういうことに対 して対策 をとってい

く必要があるという感 じをもっています。電

気自動車の基本性能要件の制定 ということが

書いてあ りますが,こ れは取 りあえずアイデ

ア ということでお聞 きいただ きたいのです

が,今 の定速走行で走行距離を表示するとい

うのは,ユ ーザーに誤解 を与えているのでは

ないかと,運 輸省 としては考えています。 も

っと実際的な走行距離を表示すべ きだ と思い

ます。発進加速の試験について電気 自動車は

免除されているのですが,や は り一定の加速

度 というのは当然必要ではないでしょうか。

例えば,最 高速度100キ ロというのですが,こ

の100キ ロに達す るのに ものす ごい時間が掛

かるというのでは,こ れを最高速度 とはいえ

ないわけです。 日本の場合には ドイツなどと

違 って,こ ういう最高速度試験 を今 までや っ

てこなかったわけですが,こ ういった点につ

いて も今後は条件を決めてい く必要があるの

ではなかろうか。こういったところを,今 後

私どもは検討 していきたいと考 えています。

その他,危 険物該当電池,二 次公害該当電池

についての基準の検討 と書いてありますが,

例えば,ナ トリウム硫黄電池 とか,ニ ッケル

カ ドミウム電池なども最近だいぶん使われる

ようになってきています。これ らは消防法な

どがクリアー出来たとした場合でも,衝 突時

とか,あ るいは火災時において,果 たして大

丈夫なのだろうか。電気自動車が大量に今後

普及してい くということを考えた場合には,

それに合わせた基準 とい うものが当然必要な

のではないか とい うように思われるわけで

す。基準の関係 では最後に低騒音対策の検討

と書いてあ りますが,電 気 自動車は非常に静

かすぎるということで,歩 行者などにとって

は,む しろ非常に察知 しにくいと言われてい

ます。こんなことも今後研究 していく必要が

あるか と思われます。

その他の普及促進策 ということで,デ ィー

ゼル ・電気ハイブ リッ ドバスにつきましては

平成3年 度にバス活性化の補助金を用いまし

て,助 成することにしています。今後,他 の

車種につ きましても,例 えば集配 トラックな

どに展開をしてい くということも充分考えら

れます し,ま たディーゼル ・電気ハイブ リッ

ドバスに限らず,純 粋の電気 自動車につきま

して も今後,運 輸業界に使用 してもらう等に

よりいわゆるユーザーサ イ ドからの評価をし

ていくということも必要だと思われます し,

また,電 気を広 く運輸に使用 した場合にエネ

ルギー供給面か ら,果 たしてどういう問題点

があるのだろうか等について も検討 していく

必要があると考 えています。このへんについ

て今後,運 輸省 としても,検 討 を行なった上

で,さ らに新 しい普及促進策を考えていきた

いと思っているところでございます。

大変駆け足の話を致 しまして,あ るいは皆

さん方にとっては,ご くあたりまえの話が多
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「

かったかもしれませんが,ひ とつ今 日の話 を

参考にしていただきまして,ま た必要があれ

ば直接 ご相談 いただければ有難い と思 いま

す。私 どもこの7月 か ら環境対策室 という名

前に変わ りますが,低 公害車の普及促進につ

いて今後一層進めていきたいと考 えてお りま

すので,皆 さん方の ご協力をお願い します。

どうも,あ りが とうございました。

どうもあ りが とうございました。それで

は若干時間を取 りまして,質 問をお受け した

い と思います。

Q:先 ほど検査制度についてご説明いただい

たのですが,新 型届出制度,改 造 自動車制

度,そ れぞれ どれ くらいの生産量 まで対象

基準になるのか。 どれ くらいのオーダー を

越えると,型 式指定制度で対応 しなければ

いけないのか。 そのへんについてお教え下

さい。

A:た だ今のご質問ですが,型 式指定,新 型

届出,改 造 自動車などいろいろな制度がご

ざいます。それぞれに枠があるのか とい う

ご質問ですが,枠 はございません。例えば

型式指定 を使 うか新型届出を使 うかは,申

請者 の随意 とい うことになって います。

時々,電 気 自動車には改造 自動車の台数制

限があるのだ という話を聞 くわけでござい

ますが,私 どもの気持 ちといたしましては,

ある程度台数が増えれば,で きれば上の制

度に上がっていただ きたい。これは常々お

願いを申し上げています。 というのは実際

に検査場 に持 って来ていただ く場合 にそれ

なりの設備 もないし,ま た実際に現場は非

常に繁忙ですので,で きるだけ型式指定 な

り,新 型届出 といった制度をご利用いただ

いた方がたくさん台数が出る場合にはよろ

しいのではないか。改造 自動車の場合に,

例えば自動車 メーカーなどであれば運輸局

によっては何台 ぐらいになったら新型届出

を使 っていただきたい というお願いをして

いるところはありますが,そ れは絶対的な

条件 ということではあ りません。あ くまで

改造でや りたいということであれば,そ れ

を拒む ものではあ りません。

Q:電 気 自動車の区分につ きまして,現 在は

大 きさのみで区分 され るとお伺 いしまし

た。将来的にはどうで しょうか。それ と原

付 自転車の区分については もう少 し容量を

ア ップするという計画はあ りますか。

A:自 動車の区分 を電気 自動車の大きさ以外

に出力によって区分す るか とい うお話です

が,今 の ところそういった必要性はないと

いうように私 どもは認識 しています。 もし

皆 さん方か らそういう声が出て きた場合に

は検討す ることになると思いますが。例え

ば,デ ィーゼル車などの場合,必 ずしも,

出力 と言いますか,原 動機の排気量などで

ガソリン車 と同 じ区分 をしているわけでは

あ りません。そこで電気 自動車の場合 も今

のところ必要がないのではないか。つ ぎに

原付 自転車の件ですが,こ れにつ きまして

は現在の ところ見直 しの予定 はあ りませ

ん。 しかし,一 部にそうい う声が上がりつ

っあるとい うことは承知 していますので,

そういった問題 を私 どもなりに聞かせてい

ただいて,そ れが もし可能であって,そ し

て妥当であれば取 り組んでいきたいとい う

ふ うに思っています。

Q:法 規,規 準 というのは年 をふるごとに,

どんどん精緻になり,洗 練 されてい くわけ
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です。それについてその運用にはコス トが

どん どん掛かって くるのではないか。現在

の自動車に関連する諸法規 というのは,お

そらく1920年 以降,自 動車の発達に伴って

どん どん発展 して きた。現在,わ が国には

50兆 円近 いマーケ ットとすでに5600万 台近

い普及台数があって,そ ういう前提の上に

諸法規がなりたってお り,そ のコス トは非

常に大 きいと思うのです。一方,電 気 自動

車の場合,車 をつぶ してみない とデー タが

得 られないといった問題があれば,そ の経

済的負担にたえられないでしょう。結局 そ

れがネックになって発展が期待で きない と

いう場合 もあ り得るのではないか と思いま

す。そういった意味では現在の内燃機関を

べ一 スとしていろいろ要求 されている基準

や法規 といった ものが,ま だ未熟な電気自

動車に適用 された場合 に,あ まりにもコス

トが掛か りすぎる,あ るいは時間が掛か り

す ぎる,マ ンパワーが掛か りす ぎず,そ う

いうように考 えられる方がいるか どうかで

す。現状か ら言 うと,一 般的印象 としては,

大学院の試験問題 を幼稚園に要求するよう

な部分があるのではないか という意見が,

私 自身はこのへんについてよく知 らないの

ですが,聞 かれ るわけです。そのへんにつ

いてご意見を伺いたいと思います。

A先 ほど説明の中で申し上げたつ もりです

が,自 動車の場合は一つの道路 とい う同じ

場面の中で,全 ての車が走っているわけで

す。それが小学一年生であろうと,老 人で

あろうと,大 学生であろうと同 じ自動車な

のです。ですから電気 自動車に対 して特別

な扱いをしてほしい,い ままで長い歴史を

必ずしも持っていないと皆さんおっしゃる

わけですが,実 際には電気自動車は昭和26

年の時点ですでに走っていました。 そして

たまたま一時ガソリン自動車 とかディーゼ

ルエンジン車 との競争に負けて,一 旦は敗

退 した時期 もあるわけですが,今 の時点で

広 く認め られていくためには,当 然現在の

道路の中で使われるとい うことを前提にし

た開発をしていかな くてはなりません。こ

のことは私 ども強 く確信 しています。先ほ

ど車をつぶす必要があるという話がありま

したが,自 動車を衝突させ壊 してみる必要

があるか というと,今 の ところ電気 自動車

についてはその必要はないのではないかと

思います。例 えば,シ ー トベル トとか,そ

ういった装置 としての基準はあ りますが,

それはそういった部分の強度 を確認すると

い うことで,必 ずしも実車試験によらない

方法 もいろいろあ ります。そのへんは甘え

というのですか,電 気 自動車だか ら社会の

要請にこたえるよい ものだから基準は緩 く

ていいのではないか という,そ ういう考 え

方で進 まない方がいいのではないかと私 ど

もは考 えています。

別添資料

自動車安全規制 と電気自動車

1.低公害車の条件 と電気 自動車の意義

(1)低公害車の必要3条 件

・低公害性一NO x,黒 煙

・省 エ ネ ル ギー ・石 油 代 替 エ ネ ル ギ ー 性 一

良 燃 費,メ タ ノー ル/天 然 ガ ス

・低 温 室 効 果 ガ ス性 一CO
2,CH4,N20
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・利便性 一自動車の用途に見合った性能

(2)電気 自動車の意義

・低騒音性 も具備 した低公害車 としての有

力車種の一つ

・二輪車,三 輪車等 も有力な低公害車

・ハ イブ リッド自動車 も広義の電気自動車

の一つ

(3)電気自動車の関係法規上の位置付 け

・自動車の一種 として整理

・原動機付 自転車について も,原 動機出力

等について特別の区分を設定

2.自 動車関係法規の体系

(1)自動車の構造 ・装置

・安全 性の確保一道路運送車両法

・公害の防止一大気汚染防止法 と道路運送

車両法

・交通方法等から見た自動車の構造 ・装置

一道路交通法

(2)道路運送車両法の体系

・登録一ナンバープ レー ト

・道路運送車両の保安基準

・整備一点検,整 備,整 備士,整 備事業

・検査 一型式指定,新 規検査,継 続検査

(車検)

(3)自動車の安全公害基準の体系

・道路運送車両の保安基準一 「保安基準」

(運輸省令)

・道路運送車両の保安基準に係 る技術基準

一「技術基準」(局 長通達)

・新型 自動車の審査基準一「審査基準」(課

長 ・交通研部長通達)

・新型自動車の試験方法一「TRIAS(ト ライ

アス)」(部 長 ・交通研所長通達)

・自動車検査業務等実施要領 一「検査基準」

(局長通達)

・その他諸通達一運輸省指導基準

一業界 自主基準

3.自動車の審査 ・検査制度

(1)型式指定制度

・型式審査一交通研によるサ ンプル車の現

車審査

・完成検査一メーカー等による現車検査

・新規検査一陸運支局による完成検査証の

書面審査

(2)新型届出制度

・型式審査一交通研によるサンプル車の現

車審査

・新規検査 一陸運支局による新型届 出資料

を用いた現車検査

(3)改造 自動車制度

・改造審査一運輸局による改造 申請資料の

事前審査

・新規検査一陸運支局による改造申請資料

を用いた現車検査

(4)その他の制度

・運輸大臣による試作 自動車 ・試験 自動車

制度

・輸入車特別取扱制度

・携帯輸入車(並 行輸入車)の 検査

4.自動車の安全基準の体系

(1)事故回避対策

・視認特性

一視界 一窓ガラス*

一デフロスタ等

一照明灯火

一被視認性 一信号灯火

一防眩 一照明灯火等
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・情 報 伝 達 一信 号 灯 火

一 警 報 機 能

・運 転 特 性 一操 縦 安 定 性
,タ イヤ,ブ

レー キ

・その 他 一 ブ レー キ
,操 作 装 置,運

転 環 境

(2)被害 軽 減 対 策(*:技 術 基 準 制 定 項 目)

・乗 員 保 護

一乗 員 拘 束 装 置 一 シー トベ ル ト*

一 シ ー トベ ル ト取 付 装 置

*等

一室 内 衝 撃 保 護 一衝 撃 吸 収 ハ ン ドル*

一 イ ンス トル メ ン トパ ネ

ノレ*

一 シー トバ ッ ク後 面*

一ヘ ッ ドレ ス ト*

一サ ンバ イザ ー*

一車 室 内 後 写 鏡*

一座 席 取 付 強 度*

・車 体

・歩行者保護

・(検 討 中)

(3)火災防止対策

一 ドア開放防止*

一安全ガラス*等

一後写鏡衝撃緩和*

一回転部分突出禁止等

一正面衝突の乗員保護

一側面衝突時の乗員保護

・衝突時の燃料漏れ防止*

(4)その他

・車両諸元

・速度計

・消 火 器

・施 錠 装 置

5.電気 自動車の普及のための運輸省の方策

(1)制度面の方策

・運輸大臣認定の試験 自動車 ・試作 自動車

制度の運用

・その他

(2)安全基準の整備

・充電時における防爆対策の基準の整備

・大電流による感電防止対策の基準の整備

・バ ッテリ上が り時対策の基準の整備

・電気自動車基本性能要件の制定一実用走

行距離,加 速度,登 坂性能,最 高速度

・危険物該当電池,二 次公害該当電池の基

準の検討

・低騒音対策の検討

(3)その他 の普及促進策

・ディーゼル ・電気ハ イブ リッドバスの導

入実証(平 成3年 度)

・その他

(注)低 公害車については,平 成3年7月1

日以降,自 動車交通局技術安全部保安 ・

環境課環境対策室が総合的な企画業務 を

担当することとなる。

(みや ざき た くろう(当 時)運 輸省地域交

通局 自動車公害対策室長,(現)同 省自動車交

通局環境対策室長)
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は じめ に

「平成3年 版通商 白書」が5月31日 に発表

された。通商 白書は,通 商産業省が,毎 年,

我が国の通商とそれに関連す る世界経済 ・貿

易の問題を調査分析 して公表 しているもので

ある。

今 回の白書では,局 面の変化 を迎えた世界

経済情勢及び我が国通商関係について分析す

るとともに,地域主義的動 きへ警鐘 を鳴 らし,

多角的 自由貿易体制 を通 じての世界経済の発

展のために主要国が協力す る必要性について

提言すると共に,内 需主導型の成長 を通 じて

の輸入の拡大や先進国の貯蓄増強,経 済協力

の充実等による途上国への資金還流の必要性

について述べている。

本白書全体 は4章 で構成 されてお り,そ の

概要は以下の通 りである。

まず,第1章 「新 たな局面を迎えた世界経

済・貿易」では,世 界経済・貿易について1980

年代全体 を振 り返 り,90年 の動向を概観 して

いる。また,湾 岸危機が世界経済に与えた影

響,世 界の経常収支 ・資金フローの変化につ

いて分析 し,経 済協力充実の必要性について

述べている。

第2章 「国際秩序強化への世界の取 り組み」

では,GATTウ ルグアイ ・ラウンドにおけ

る取 り組み とその背後にある世界経済上の大

きな潮流を見ている。 また,国 際秩序強化が

要請 される課題について紹介するとともに,

地域的経済統合 と国際貿易体制について考え

ている。

第3章 「我が国貿易構造の変化 と経常収支

黒字の縮小」では,我 が国経済の動向を踏 ま

え,緩 やかな伸びを続けた輸出と順調に拡大

した輸入の特徴 を分析するとともに,90年 の

経常収支黒字の減少 とその要因を概観 した。

また国民生活と貿易の関係について,主 に輸

入の観点か ら考 えるとともに,我 が国企業の

国際的事業展開について概観 している。

第4章 「経済基盤強化に向けた各地域経済

の動き」では,欧 州経済 ・アメリカ経済の動

向について概観するとともに,な かでもその

動向が懸念されるソ連 ・東欧経済について見

ている。 また,総 じて着実な成長を続けるア

ジア太平洋地域経済について分析 している。

以下では,本 白書の中か ら,特 に重要 と思

われる項 目について トピックス的に紹介する

こととす る。

1.湾 岸危機 と世界経済への影響

イラク及びクウェイ トは,世 界有数の産油

国であり,各 国の禁輸措置の発動は,国 際石

油市場か ら世界の原油輸出の約12%,石 油製
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品輸出の約7%が 失われることを意味するも

のであった。また,石 油の安定的供給に対す

る不安感 もあって,原 油価格の急騰 をもたら

した。石油製品価格については,一 部油種に

おいて,原 油価格以上の上昇 を見せた。

このような事態に対応 して湾岸諸国を中心

とした増産が行われたこと等の結果,需 給は

緩和の方向に向かい,原 油価格 は1月 初めに

は10ド ル台後半の水準 となった。湾岸戦争の

開始後も,イ ラクによるクウェイ ト以外の油

田破壊がないことが明かになったことか ら,

一部石油製品価格 に上昇が見 られたものの,

原油価格 はむしろ下落する等,石 油市場に対

す る大きな影響はなかった。

湾岸危機は,イ ラクに対する包括的な経済

制裁が行われたこと,多 国籍軍 とイラクとの

間で戦闘が行われたこと等か ら,世 界経済に

直接 ・間接に多様 な影響 を与えている。経済

制裁の影響 を振 り返ってみると,以 下の3つ

の点を挙げることができる。

それは第一に,イ ラク及びクウェイ トに対

する輸出金額の減少である。90年8月 の湾岸

危機発生か ら,2月 の戦闘停止までの期間に

限ってみても,世 界各国は全体で83億 ドルの

輸出減少の影響を被っていることになる。な

お,金 額では,先 進国が全体の7割,発 展途

上国が3割 ということになる。

第二に,石 油輸入代金支払の増加である。

輸入禁止措置による影響を量的な側面から見

ると,各 国は概ね代替輸入 を確保 してお り,

資源の量的な制約による経済活動の縮小 とい

った直接的な影響は幸い小 さなものにとどま

ったといえる。 しか しながら価格面では,石

油価格の上昇が広 く非産油国に影響 を与える

こととなった。湾岸危機に伴 う世界の非産油

国の石油輸入代金支払増加額 を,世 界各国の

石油輸入価格上昇率が我が国の価格上昇率 と

同じであった として試算す ると(図一1),90

年8月 か ら91年1月 までの半年間に約650億

ドルの対外支払増加 となっている。

そ して第三に,貿 易外収入の途絶がある。

各国は,貿 易面での影響以外にも,労 働者送

金の減少,観 光収入の減少等貿易外収入の減

少による影響 も被っている。なかでも,対 外

収入に占める労働者送金の割合の高い南アジ

ア諸国や地理的に近接 している中東周辺諸国

が,大 きな影響 を受けたと考 えられ る。

以上に述べた世界各国 ・地域への影響の う

ち,輸 出収入減少と石油輸入支払代金の増加

は,世 界経済が受けた影響であると同時に,

世界各国が国連決議に賛成 し,自 らの意志で

実施 した,覚 悟のうえでの負担である。世界

平和回復のための価値ある負担であった。

また,こ れらの負担は金額的に見れば先進

国の方が多いが,対 名 目GNP比 で比較 して

み ると,ア ジア,中 近東(湾 岸周辺国)及 び

東欧が相当大 きい。

次に,第1次 石油危機 第2次 石油危機 と

今回の湾岸危機 とを比較すると,世 界全体で

みたマクロ経済への影響は幸い第1次,第2

次石 油危機時 と比べ小 さい ものに とどまっ

た。その要因としては,ま ず石油輸入支払代

金増加額が,過 去2度 の危機時 と比べ小さい

ものであったことが背景 として重要 である。

先進国を例にとって,石 油輸入支払代金増加

額 を今回の湾岸危機 と第1次,第2次 石油危

機時 とで比較してみると,石 油価格の上昇幅

が過去2度 の石油危機に比べ小 さなものに止

まったこと等か ら,金 額べ一 スでみても第!

次危機時の810億 ドル,第2次 危機時の1,900
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億 ドルに比べ,今 回650億 ドルと相対的に小さ

い。また,各 国のGDPに 占める支払増加額

の割合 を見てみると,過 去二度の危機に比べ

金額 でみ た以上 に低 い影響 に とどまっ た

(図一2)。

過去の危機時 と比べ影響を受けに くいもの

とした要因の第一は,世 界経済の景気局面が

異なっていたことである。すなわち,今 回は,

景気が世界全体 としても減速局面に転 じてお

り,ま た,物 価が比較的落ちついている中で,

起こっているということが重要である。第二

は,過 去に二度の危機 を経験 したことによる

学習効果があったことである。第三は,石 油

備蓄が過去の危機時に比べ高水準であ り,供

給の量的側面からの制約のおそれが小さくな

っていることである。

① イラ久 クウェイトへの輸出減 少韻及び
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(備 考)1.石 油 輸 入代 金 支 払 増加 額 は,各 国 ・地

域 の 前年 の輸 入 額 に我 が 国の 石 油 入着 価

格 の 上昇 率 を掛 け て 算 出。 先 進 国及 び共

産 圏 は純 輸 入増 加 額。

2.イ ラ ク,ク ウェ イ トへ の 輸 出額 は輸 入

国 側 の デー タ を用 い た。

3.湾 岸 危 機 に 伴 う貿易 外 受 取 減少 は,最

も大 きな影 響 を受 け た途 上 国9力 国(エ

ジプ ト,ジ ョル ダ ン,モ ロ ッ コ,ス ー ダ

ン,イ ン ド,パ キ ス タ ン,バ ン グ ラデ ィ

ッシ ュ,ス リラン カ,フ ィ リ ピン)及 び

トル コ分 につ い て のみ 計 上(世 界 銀行 試

算 に よ る)。

(資 料)IMF「DOT」,OECD「MEIJ,

「EnergyBalances」OPEC「AnnualStatis -

ticalBulletin」,大 蔵 省 「貿易 統 計 」 等

図 一1対 イラ ク経 済制 裁 の各 国 ・地域 経済 へ の影響(試 算)(期 間:90年8月 ～91年1月 の半年 間)
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L発 展途上 国には,中 近 東は含 まない。

2.湾 岸紛争の支払増加額は,各 国 ・地域

の89年 の石油輸入総額の半分 に我が国の

同期間の石 油入着価格の上昇率(59%)

を掛けた。

OECD「MIE」,IMF「DOT」,

「EnergyBalances」
,OPEC「Annual

StatisticalBulletin」,大 蔵 省 「貿 易 統 計 」

等

一64一



2.経 済統合 ・地域協力 と国際貿易体制

現在,欧 州 においては92年 末のEC市 場統

合に向けた動 きが本格化 し,ま た,米 州にお

いて も米墨自由貿易協定締結のための交渉が

開始されたこと等,地 域内における特定国 と

の経済的つなが りを強め ようとす る動 きが世

界経済において本格化 している。

このような経済統合に伴なって発生する可

能性のあるプラス効果,マ イナス効果を整理

す ると以下のようになる。

まず,域 外国にプラスの効果 を及ぼす もの

は,① 統合による域内貿易創造効果や域内経

済の規模 ・範囲の経済の実現等により,域 内

国の経済成長率が高 まり,二 次的に域外国か

らの輸入が拡大す る効果,② 域 内の規制,障

壁等の標準化,簡 素化 によ り,域 外国の域内

との取引コス トを低下,交 流を促進させ る効

果が考えられる。逆に,域 外国にマイナスの

効果を与えるものでは,関 税等の障壁が域内

のみにおいて撤廃 されることにより,域 外国

か らの輸入が域内国か らの輸入に比べ価格面

で相対的に不利になることから,域 外か らの

輸入が域内の輸入に転換 される貿易転換効果

が特に重要である。

各経済統合 ともにGATTウ ルグアイ ・ラ

ウン ド交渉が行われていることもあって,現

在のところ総 じて域内貿易比率の顕著な高ま

り等の,強 いブロック化傾向は見 られない。

ECを 例に とり,経 済統合 が参加 国の域

内 ・域外貿易の動向にどのような効果 を与え

ているのかについて検討 しよう。ECの 行 う

域内輸入及び域外輸入の伸び率(実 質)を 比

較すると,域 内からの輸入の伸び率が域外か

らの輸入の伸び率 を上回っているものの,幸

いECに おいては,域 内,域 外 とも輸入が伸

びる形で経済統合が進んでお り,現 在 までの

ところ,貿 易転換効果 というマイナスの効果

が顕在化 している状況にはない ものと理解 さ

れる。また,ECの 実質経済成長率 と域内 ・

域外輸入実質伸 び率の推移 を見てみると,成

長率が高い場合には,域 内輸入 ・域外輸入 と

もに伸びるが,成 長率が低 くなるに従 い,域

内輸入伸び率が域外輸入伸び率 より高 くなる

傾向にある(図 一3)。

ここで,経 済統合が持つ各種の効果及び過

去の教訓を踏 まえて,経 済統合が世界経済 ・

貿易の拡大的発展に貢献するもの となるため

に満たすべ き条件 について検討 してみ る。

第2次 世界大戦後の世界貿易は 自由 ・無差

別 ・多国間主義の3原 則か らなる多角的 自由

貿易体制(GATT)に よって支えられ発展

してきたものである。 そのことか ら,第 一の

条件 として,経 済統合がGATTの 定める各

種の規定 を満たす ことが求められる。また,

その際同時に,経 済統合 を承認 したGATT

24条 の規定を明確化 し,運 用を厳格 なものに

すること等により,経 済統合のあ り方をGA

TTの 場での審査に服させ ることが必要 とな

ろう。

ここで改めて現行GATT上 のルールを離

れて経済統合の満 たすべ き基本的条件 を考え

てみると,ま ず第一の条件 として,域 内国の

利益のみではな くて世界経済全体及び域外国

の利益に対す る十分な配慮が払われることが

必要である。第二に,域 内の障壁を低減す る

と同時に域外 との障壁 も低減 し,統 合過程の

透明性を確保 してい くことが重要である。

以上が経済統合が満たすべ き基本的条件 と

考 えられるが,以 上のような条件 を満たした
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としても,経 済統合は,基 本的には,GAT

Tの 重要な原則のうち自由を当事国間のみの

自由に倭小化 し,無 差別 ・多国間とい う原則

を侵 食することで,GATTル ールを形骸化

させ る危険性を内包す るものであることには

変わりがない。 このため,す べてのGATT

加盟国,特 に統合非参加国は,経 済統合が域

外国に対して排他的にならないよう,ま た域
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外国が不利な取扱いを受けることのないよう

注意深 く監視 してい く役割 を担 う必要があ

る。特に今 日,か つてのような関税引 き上げ

等目に見えるブロック化 よりも,非 関税障壁

の高まり等目に見えに くいブロック化の懸念

の方が大 きくなっていると考えられることか

ら,よ り注意深い監視 を行ってい く必要が生

じていると考えられる。

△域内

▲域外

1

回帰 線(一 次)

蝕

亀

」 ＼ 域外

2345

(実 質経済 成長率)
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図 一3ECの 域 内 ・域外 輸 入伸 び率(実 質)と 実 質経 済成 長率 の関 係(1970～1989年)

(備 考)1.第1次,第2次 石 油 危機 時(74,75,80,81年)は,除 い た。

2.輸 入 額 は,OECD諸 国の 輸 入 デ フ レー タ を用 い て実 質化 した。

(資 料)OECD「A統 計 」,IMF「IFS」 等

3.消 費者の立場から見た我が国の輸入

近年の我が国の消費者ニーズの多様化 ・高

度化の中で,輸 入品はその高度な要求水準に

応えながら,着 実に消費生活に浸透 してきて

いる。

製品輸入促進協会(MIPRO)が90年7

月に行 った調査によると,家 庭におけ る輸入

品の使用状況において,ほ とんど全ての品目

で使用率が上昇 してお り,逆 に全 く輸入品を

使用 していない家庭は,90年 ではわずか0.3%

と,ほ とんどすべての家庭が輸入品を使用す

るようになっている。

このような輸入品の消費生活への浸透は,

近年の消費財の輸入額の増加からも顕著にわ

かる。消費財輸入額は,81年 から85年 までは

ほぼ横ばいで推移 しているのに対 し,86年 以

降急激に増加基調に転 じ,90年 には85年 の3
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r

倍近 くにまで達 している。 また,輸 入品の消

費生活への浸透は,我 々が実際に使用する品

物の輸入依存度の増加 にも顕著 に現れてい

る。85～89年 の家電製品における輸入依存度

と輸入台数の推移 を見ると(図一4),い ずれ

の品目において も輸入台数,輸 入依存度 とも

近年大幅な伸びを示 してお り,輸 入品はより

豊かな消費生活を支 えるものとして,欠 くべ

か らざる存在 となってきた。
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図一4家 電製品の輸入台数及び輸入依存度の推移

考

料

備

資

輸入台数輸入依 存度 = 国内生産
台数 一輸出台数+輸 入台数

大蔵省 「貿易統計」,通省産業省 「機械統計年報」

×100と し た 。

しか し,真 に豊かな消費生活を実現 させる

ためには,い まだ多くの課題が残 されている。

以下,主 な課題 を見てみる。

まず第1に,内 外価格差の問題である。同

一製品において外国よ りも我が国市場での価

格 の方が高 く設定 されている場合がしば しば

見受けられるが,こ れには,① 地価高騰等に

より日本の方が外国に比べて販売 コス トが高

くなっていること,② 日本 と外国で製品の仕

様を変えていること,③ 輸入総代理店がブラ

ン ド・イメー ジを守 るため,高 価格を維持し

ていること等様々な要因が挙げられるが,内

外価格差は基本的に解消されることが望 まし

い と言える。理論的には,内 外価格差の著 し

い品 目については,輸 入の拡大によって国内

市場で競争原理が働 くため,内 外価格差が是

正 され る方向に働 くはずである。 しかし,最

近の著 しい輸入拡大に もかかわらず,依 然 と

して内外価格差の問題は解消されていない。

政府 も内外価格差問題を重視 し,「政府・与党
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内外価格差対策推進本部」を設置し取 り組ん

でいるところであるが,今 後,企 業・消費者 も

含めて積極的な対応が望 まれるところである。

第2に,輸 入品の よりいっそうの品質向上

と消費者ニー ズへの対応の必要性である。M

IPROの90年7月 の調査 によると,今 まで

に輸入品を買って不満 を感 じたことがある消

費者は年々増加 してお り,90年 には実に4割

の消費者が不満を感 じたことがあるという結

果が出ている。この要因 として,① 輸入品が

我々の生活により密着 して きたため,輸 入品

に接する機会が飛躍的に増えたこと,② 消費

者の意識 として,国 産品を見る目と同じ厳 し

い目で輸入品を見 るようになっていること等

が挙げられる。今後,輸 入品においても国産

品同様,厳 しい我が国消費者の要求にいかに

応えてい くかが大 きな課題 と言えよう。

最後に,よ り豊かな消費生活の実現に向け

て,特 に我々の生活に密着した分野でのいっ

そうの輸入拡大が望 まれる。85年 のプラザ合

意以降の円高 を契機 として,我 が国の輸入は

急速に増加 してきたが,一 部には,そ の増加

は昨今の投機ブームを反映した書画 ・骨董品,

金 ・ダイヤモンド等の貴金属,高 級乗用車等

通常の実生活からほ ど遠い品 目の輸入による

ものもある。我が国の輸入を石油(原 油及び

粗油+石 油製品),高 級品,消 費財,そ の他の

4つ に分類 してその推移 を見ると(図 一5),
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図一5総 輸入額における高級品及び石油の占める割合

(備考)1.高 級 品 と して,高 級腕 時 計,ヨ ッ ト,美 術 品,金,銀 ・白金,貴 石 ・半 貴石,ダ イヤ モ

ン ド,大 型乗 用 車(排 気 量2,500cc超),ミ ン クの9品 目 を選 ん だ。

2.図 中の消 費財 には 高 級腕 時 計,ヨ ッ ト,美 術 品,ミ ン ク,大 型乗 用 車 を,工 業 用 原料 に

は銀 ・白金,ダ イヤ モ ン ド,貴 石 ・半 貴石,石 油 を除 いて あ る。

3.図 中の数 値 は断 りが な い 限 り,全 て輸 入 額(億 ドル)。

但 し,左 図 の()内 の数 値 は,89年 の 総 輸 入 額 に対 す る各 品 目の 割合 を示 す 。

(資料)大 蔵省 「貿易統計」
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書画 ・骨董品,貴 金属等のいわゆる高級品は

89年 で全体の約6%程 度 となっている。また,

我が国の輸入で大 きなウェイ トを占め る石油

も86年以降,原 油価格の下落によ り,輸入全体

に占める割合は低下 し,14%と なっている。近

年我が国の輸入の拡大は,高 級品や石油関係

といった部分の増加によるものではな く,資

本財や消費財等,我 が国産業に不可欠なもの

や我が国国民の生活に密着 した ものの増加に

よるものを基本 としている。しかしなが ら,対

前年同期比伸 び率における財別の寄与度を見

ると,90年 に入 って高級品や石油等の増加寄

与が大 きくなってお り,90年 だけに限って見

れば,石 油 と高級品が輸入の伸びに寄与 した

割合 も高い。我が国の一人あたりの消費財の

輸入額は年々飛躍的に増大 し続けているもの

の,そ の額は90年 で約540ド ル(日本円で約7

万8000円)で ある。また,90年 の一人あた り

消費支出約105万 円(総務庁「家計調査報告(90

年)」)に 対 しても約7%で あり,現 在の国民

生活から見れば,ま だまだ輸入拡大の余地は

残されている。我々の生活に密着 した輸入品

を中心に して,今 後 ともいっそうの輸入拡大

努力を続け,真 に豊かでゆ とりのある消費生

活 を実現 してい くことが期待 されている。

4.90年 の 日米貿易の動向 と日米貿易構造

日米間の貿易不均衡は,着 実に不均衡縮小

に向けての動 きが進んでいる。我が国の通関

統計で見ると,90年 の対米輸出は ドルベース

で前年同期比3.1%減,対 米輸入は同8.5%増

となった結果,90年 の対米収支黒字は380億 ド

ルとなり,89年 に比べ70億 ドルの黒字縮小 と

なった。

輸出減少の要因としては,① 設備投資,個

人消費の停滞 を中心 としたアメリカの景気減

速傾向の強 まり,② 日本企業のアメリカでの

現地生産へのシフ ト等が考えられ る。今後も,

アメリカの景気の停滞や製造業の現地生産に

伴 う輸出代替効果の進行等 を背景に,対 米輸

出が伸び悩むことが考 えられる。

一方,輸 入拡大の要因としては,① 日本の

内需主導の高成長により,資 本財,消 費財 を

中心 として輸入需要が拡大 したこと,② 在米

日系企業による逆輸入品の増加や政府の輸入

促進努力 も一定の成果をあげたと見られ るこ

と等が指摘 できるであろう。

このように日米間の貿易不均衡は改善傾向

にあるが,こ れまで収支不均衡の存在がアメ

リカの保護主義的な動 きを助長 し,良 好な 日

米関係 を阻害 してきたことを考えれば,こ の

ような傾向が定着することは望 ましいと考 え

られ る。 しか し,実 際の世界経済の中では,

二国間の収支が均衡す ることは希 なことであ

り,二 国間の貿易収支は,両 国の貿易構造に

大 きく依存す るものである。そこで,日 米間

の貿易収支不均衡の実態をつかむため,日 米

間の貿易構造 を米 ・EC間 貿易構造 と比較 し

た後,我 が国の対米輸出構造について見てみ

ることとする。

まず,ア メ リカの対EC貿 易収支は,86年

をピークに縮小傾 向をたどり,89年 には黒字

に転 じ,90年 には61億 ドルとその黒字幅を拡

大 させ ている。このように,ア メリカの対E

Cの 貿易収支が黒字に転 じているのに対 し,

対 日貿易収支は,縮 小 しているものの依然 と

して赤字 となっている要因として,米 ・EC

と日米の貿易の品目構成に差があることが大

きい。商品別に収支の推移 を見てみると(図一

6),ア メリカの対EC貿 易は,機 械,輸 送機
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器の収支赤字幅が もともと小 さく,水 平分業

的な貿易関係にあったため,80年 代後半のE

C側 の需要拡大要 因により,所 得弾性値の高

い機械等の対EC輸 出が伸び,そ の結果収支

不均衡が改善 したものと思われ る。一方,対

日貿易においては,80年 代前半 より機械,輸

送機器の赤字幅が大 きく広がったまま推移 し

①対EC貿 易収支
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ている。この分野は日本の輸出競争力が高い

分野であり,ア メリカの対 日赤字が減少 しに

くい原因 となっている。 このように,米 ・E

C間 の貿易が水平分業的な構造 となっている

のに対 し,日 米間の貿易は垂直分業的な構造

となってお り,こ の貿易構造の違いが,両 者

の収支の変動の違い となって表れていると思
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(資 料)ア メ リカ商務 省 「U.S.ForeignTradeHighlights」
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われる。

次に,我 が国の対米輸出構造について見て

みると,対 米消費財輸出は,85年 以降の円高・

ドル安による価格調整効果が浸透 したことも

あり,87年 以降その額 を減少 もしくは低い伸

びにとどめたのに対 し,資 本財及び部品は,

円高下において も為替による価格変化に左右

されず,90年 まで一貫して増加基調をたどっ

ていた(図 一7)。 このことより,85年 以降に

我が国の対米輸出が増大 した要因 としては,

資本財及び部品の輸出増大の寄与が大 きかっ

たことがわかる。 また,通 商産業省が各産業

ごとに,我 が国の対米輸出品を需要 目的別に

(億ドル)
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分類 し,そ れぞれの対米総輸出額に 占め る比

率 について行ったアンケー ト調査によると,

化学,金 属製品,家 電機器,コ ンピュー タ等

の産業において,米 国製造業が 自社製品の一

部 として使用する部品等の輸出が対米輸出額

の2～3割 を占めている。このように,我 が

国の対米輸出品目の中には,資 本財を中心 と

して,ア メリカ企業の生産工程に強 く組み込

まれている部品やアメリカ企業が生産活動を

してい く上で欠かせない機械設備等が多く含

まれてお り,こ れ らの輸出品はア メリカ産業

を支 え,産 業競争力の維持 ・強化に寄与 して

いる面 もあると考えられる。

資本財

一嬰 財

部忌＼
//
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図 一7我 が 国 の 対 米 資 本 財,消 費 財,部 品 輸 出 の 推 移

(資料)大 蔵 省 「貿易統計」

5.EC経 済 と東 西 ドイ ツ 統 一 の 影 響

EC経 済は,80年 代後半,堅 調な個人消費,

設備投資に支 えられ内需主導型の着実な成長

を続けて きたが,90年 に入 り,経 済成長率は

やや鈍化 している。EC委 員会の見通 し(90

年12月)で は,GDP成 長率 は,89年 の3.3%

に対 し,90年 は2.9%と されている。旧西 ドイ

ッでは内需主導型の成長 を遂げ,実 質経済成

長率は前年比4.6%増 と76年以来の高い伸 び

を記録 した。フランスでは90年 に増勢はやや

鈍化 している。イギ リスでは景気後退の様相

がはっきりしてきている。 イタリアでは経済

成長の減速が顕在化 しつつある。失業率は,

85年 以降の経済成長のなかで低下 して きてい

るが,イ ギ リス,イ タリアでは90年 に入 り再

び悪化 しつつある。物価水準は,石 油価格の

上昇等の影響か ら90年後半やや上昇 したが,
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イギ リスを除 き,ほ ぼ安定 している。

湾岸危機のEC経 済に与えた影響は,比 較

的小 さいものに とどまったと考えられる。 し

かし,企 業心理,消 費者心理の悪化や軍事費

等各国の財政負担の増加,商 用の旅客,観 光

客の減少による航空会社の経営圧迫,観 光収

入の減少等様々な影響 も生 じた。

1990年10月3日,東 西両 ドイツは第二次世

界大戦後,41年 にわたる国家,民 族の分断の

歴史に終止符 を打ち,統一 ドイツが誕生 した。

ドイツ統一は,米 ソ間の協調の進展,東 欧諸

国の民主化等による東西間の緊張緩和 という

新 たな流れのなかで達成 された。統一 ドイツ

の経済規模は,人 口で7,800万 人 とEC12か 国

の約四分の一を占め,GNPは 約1兆3,500億

・・対世界輸出(右 目盛)
一・一対 世界輸入(右 目盛)
一 対世 界貿易収支(左 目盛)

團対EC域 外貿易収支(左 目盛)
対EC域 内貿易収支(左 目盛)

《
、～/㍉ ノ

臆 マルク)黙、

ヒ!タ

ドル とEC第2位 のフランスを大 きく上回る

こととなった。

旧東 ドイツ経済が復興 し,統 一 ドイツが発

展してい くためには,先 に述べ たようにイン

フラの整備等,旧 東 ドイツ地域への公共投資

が必要である。 この他にも,統 一に伴 うコス

トは,失 業者の増大に対する社会保障費の支

出の増加等があ り,ド イツの財政 を圧迫 して

いる。連邦政府 と州政府,地 方公共団体 を合

わせ た ドイツ公共部門の財政赤字は政府見通

しで91年 には1,400億 マルクに達する とされ

てお り,こ れはGNPの5%に 相当す る。 ド

イツ政府は 「増税なき統一」を公約 として掲

げていたが,91年3月,91・92年 の2年 間で

460億 マルクの増税 を行 うことを決定 した。旧
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図 一8旧 西 ドイ ツの輸 出 入 と貿易収 支 の推移

(備考)対 世界輸出入のデー タは前年(同 期)比 増減率。

(資料)ブ ンデ スバンク月報
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西 ドイツ経済は堅調な成長 を持続 しているも

のの多額の財政赤字,金 利の高止 まり,マ ル

クの為替動向等様々な課題 を抱えている。 ま

た,旧 東 ドイツ経済の破綻 は深刻なもの とな

ってお り,統 一 ドイツが直面 している課題は

重いもの と考えられる。

旧東 ドイツ地域 を中心 とする ドイツの需要

増大は,設 備稼働率が高水準にある旧西 ドイ

ツだけの供給では賄いきれず,ECを 中心 と

す る各国の対 ドイツ輸出を増加 させている。

一方
,輸 出は輸出余力の低下から90年 第2四

半期以後,前 年同期比で減少 を続けている。

その結果,80年 代後半 を通 して着実に増加 し

ていた旧西 ドイツの貿易黒字は期 を追って減

少 し,90年 は930億 マル クと89年 の1,350億 マ

ルクから大幅に減少 した(図 一8)。 これに伴

い旧西 ドイツのEC域 内の貿易黒字 も89年 の

950億 マルクか ら90年 には640億 マル クへ と大

幅に減少 している。EC各 国に とっては経済

成長が鈍化するなかで ドイツ向け輸出が増加

したことは貿易の面に限って言えば,ひ とつ

の明るい材料 となっている。EC域 外諸国も

ドイツ向け輸出の増加 によ り,統 一のメリッ

トを享受 している。

一方,統 一に伴 うコス トの増大による ドイ

ツ国内の資金需要の増加は,イ ンフレ抑制策

とあまって,ド イツの金利 を高水準にしてい

る。現在,EC各 国の通貨当局の政策運営は

EMSの なかで ドイツ連邦銀行の金利政策に

大き くかかわってお り,EC各 国は,景 気減

速に歯止めをかけるための金融緩和政策を採

りに くい状況に置かれている。

ドイツ国内での資金需要の高 まりにより,

世界の資金フローにも影響が生 じている。統

一後
,旧 西 ドイツか らの長期資本輸 出は減少

し,長 期資本輸入が増加傾向を強めている。

従来,旧 西 ドイツは世界経済のなかで資金供

給国として世界の資金フローの一翼を担って

きたが,ド イツ国内の資金需要は当分の間,

続 くと考えられることから,今 後,ド イツの

資金供給国としての役割は限られたものにな

らざるをえない と考えられる。(なすの ふと

し 通商産業省通商政策局通商調査室通商産

業事務官)
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藤井外志雄)

研究所の うごき
(平成3年4月1日 ～6月30日)

◇ 理事会開催

第33回 理事 会

日 時:6月17日(月)12:00～13:30

場 所:経 団連会 館(9階)906号 室

議 題:

第1号 議 案 平成2年 度事 業 報告 書 お よび

収支 決 算書(案)に つ い て

第2号 議 案 専務 理事 の 退任 お よび選 任 に

つ いて

第3号 議 案 退任 役 員に対 し慰 労 金 の贈 呈

につ い て

理事 の 改選

(退任理 事)

専務 理事 越 川文雄

(新任理 事)

専務 理事 吉澤 均

◇ 月例研究会

第80回 月例 研 究会

日 時:4月26日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館(6階)中 ホー ル

議 題:

1.廃 棄 物 発電 技術 の動 向 と今 後の課 題

(元 都立 科学 技術 大学 教授 山 口保 男

氏)

2.廃 棄 物 処理 ・再 資源化 問題へ の 取組 につ

いて(通 産 省立 地公 害局 公害 防 止指 導室

室 長 湯本 登 氏)

第81回 月例研 究 会

日 時:5月31日(金)14:00～16:00

場 所:霞 山会館(ま つ ・たけ)

議 題:

1.発 電技術 をめ ぐる動 向 と課題

(資源 エ ネル ギー庁 公益 事業 部発 電課 総

括 班長 福 島 章 氏)

2.高 増殖 炉(FBR)に 関す る最近 の技術

開 発動 向FBR新 技術 の フK一 ジ

ビ リテ ィ調 査 の 概 要(主 管 研 究 員

第82回 月例研 究 会

日 時:6月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館(6階)中 ホー ル

議 題:

1

2.

発電用プラントのエネルギー収支分析と

CO2排 出量(㈲電力中央研究所経済研究

所経済部エネルギー研究室 主査研究員

内山洋司氏)

LNGシ フトによる二酸化炭素排出抑制

について(主 管研究員 重田 潤)

◇ 主なできごと

4月2日(火)

!0日(木)

17日(木)

22日(月)

23日(火)

24日(水)

25日(木)

5月14日(火)

15日(水)

16日(木)

18日(土)

22日(水)

28日(火)

第2回 ハ イ レベ ル 懇談会 の開催

第3回 火 力発電 ボイ ラー 用パ ル

スプ ラズマ 脱硫 ・脱 硝 技術調 査

委 貝会 開催

第1回 非在 来型 天然 ガ ス ・深 層

天 然 ガ ス調 査分科 会 開催

第4回 火 力発電 ボイ ラー 用バ ル

スプ ラ ズマ 脱硫 ・脱硝 技術調 査

委 員会 開催

第1回 非在 来型 天然 ガ ス ・コー

ルベ ッ ドメ タン調査 分科 会開 催

第9回MTBE導 入に関 す る調

査 ・試験 分科 会 開催

第1回 非在 来型 天然 ガ ス ・一般

調査 分科 会 開催

第1回 プ ル トニ ウム等利 用方 策

開発 調査 委 員会 開催

「電 力 と技術 」 懇談 会 ・第1回

ス タデ ィグルー プ開催

第10回MTBE導 入 に関 す る調

査 ・試験 分科 会 開催

第1回 非在 来型 天然 ガ ス ・メタ

ンハ イ ドレー ト調 査 分科会 開催

第1回 非在 来型 天然 ガ ス ・深 層

天 然ガ ス作 業会 開催

第7回 非在 来型 天然 ガ ス調 査委

員会 ・打 ち合 わせ 開催

火 力発 電 ボ イラー用 パ ルスプ ラ

ズマ 脱 硫 ・脱 硝 技 術 調 査 委 員

会 ・報告 書 原稿検 討 委員会 開催

第5回 火力 発電 ボ イ ラー 用パ ル
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5月29日(水)

6月3日(月)

5日(水)

6日(木)

18日(火)

20日(木)

24日(月)

25日(火)

28日(金)

スプラズマ脱硫 ・脱硝技術調査

委員会開催
「電力と技術」懇談会 ・第2回

スタディグループ開催

第2回 プルトニウム等利用方策

開発調査委員会開催

第6回BWRサ ブチャネル解析

コー ド開発に関する打ち合わせ

の開催

第1回 非在来型天然ガス ・コー

ルベッドメタン作業会開催

第4回 構造材料の経年劣化特性

に関する調査研究委貝会開催

第1回 非在来型天然ガス ・メタ

ンハイドレー ト作業会開催

第8回 非在来型天然ガス調査委

員会 ・打ち合わせ開催

第11回MTBE導 入に関する調

査 ・試験分科会開催

MTBE導 入に関する調査委員

会 ・打ち合わせ開催

第74回原子力プラント運転の信

頼性に関する研究会開催

MTBE導 入に関する調査委員

会 ・打ち合わせ開催

MTBE導 入に関する調査委員

会 ・打ち合わせ開催

高レベル放射性廃棄物の管理に

関する意見交換会開催

第3回MTBE導 入に関する調

査委員会開催

第2回 非在来型天然ガス ・深層

天然ガス作業会開催

第3回 プルトニウム等利用方策

開発調査委員会開催

第1回EDB石 炭技術分科会開

催

◇ 人事異動

05月1日 付

(採用)

楠 野 貞夫 副 主席研 究 員 に任命

プ ロジ ェ ク ト試 験研 究部 に配風

06月1日 付

(採用)

鹿 毛 量 副 主席研 究 員 に任命

プ ロ ジェ ク ト試 験研 究部 に配属

06月15日 付

(採用)

吉 澤 均 研 究顧 問 を委 嘱

(期間 は平 成3年6月30日 迄)

06月30日 付

(退任)

専務 理事 越 川文 雄(委 嘱解 除)

経理 部長 中込利 男(出 向解 除)

プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部

主管研究貝

主任研究員

主任研究員

主任研究員

主任研究貝

◇ 海外出張

藤井外志雄(出 向解除)

古沢貴和(出 向解除)

太田昭司(出 向解除)

白江孝俊(出 向解除)

安田健次(出 向解除)

(1)谷 口 武 俊 主 任 研 究 員 は,SeniorExpert

Symposiumon{tElectricityandEnviron-

ment"等 へ の 出 席 の た め,5月11日 か ら5月

23日 の 問,フ ラ ン ス,ス イ ス へ 出 張 し た。

(2)石 丸 利 道 副 主 席 研 究 員 は,IEAシ ン ポ ジ

ウ ム に 関 す る国 際 会 議 に 出 席 す る ため,5月

26日 か ら6月1日 の 間,フ ラ ン ス,イ ギ リ ス

へ 出 張 し た。

(3)蓮 池 宏 主 任 研 究 員 は,電 気 自動 車 用 電 池 に

関 す る 調 査,第6回 日仏 専 門 家 会 議 出 席 及

び,調 査 委 託 調 査 打 ち 合 わ せ の た め,5月28

日か ら6月13日 の 間,フ ラ ン ス,ベ ル ギ ー,

イ タ リア,ド イ ツ,イ ギ リス へ 出 張 した 。
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